
 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 １ 理念・目的

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）付属機関等の理念・目的は適切に設定されているか

a ◎高等教育機関として大学が追及すべき目
的（建学の精神，教育理念，使命）を踏ま
えて，当該付属機関・委員会の理念・目的
を設定していること。
【約５００字】

　国際連携機構は，本学の国際化を更に推進することで教育研究の
高度化を図り，それらを通じ広く国際貢献を果たすことを目的に，
2009年10月に設置された。
　本機構は，国際連携本部，国際教育センター，日本語教育セン
ターで構成され，国際連携本部が企画立案を担い，両センターをそ
れに基づく執行機関と位置付けている。各組織の設置目的について
は，国際連携機構規程，国際連携本部要綱，国際教育センター要
綱，日本語教育センター要綱においてそれぞれ明確に定めている。
　2012年度には関連規定の改定により，組織内の情報共有の強化お
よび学内連携の一層の強化を図った。具体的には，国際連携運営会
議を新たに設置し，教務部との連携はもとより，学部・研究科との
情報共有を深め，国際連携戦略を体系的に進める体制を整備した。
また，国際連携本部，国際教育センター，日本語教育センターの情
報共有及び各組織の政策決定手続を明確化し，企画・立案，執行体
制を強化した。

（３）付属機関等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●理念・目的の適切性を検証するに当た
り，責任主体・組織，権限，手続きを明確
にしているか。また，その検証プロセスを
適切に機能させているか。
【約３００字】

　本機構では，副機構長でもある国際連携本部長が，国際教育セン
ター長及び日本語教育センター長と緊密に連携し，本学の国際化を
加速させるべく様々な取組を行っている。
　理念・目的の適切性について，各組織間で相互に検証が図られて
いることに加え，2013年度末には，取組体制及び内容についての外
部評価を得るべく，国際大学協会（ＩＡＵ）によるInternational
Strategy Advisory Services（ＩＳＡＳ）を利用した。ＩＳＡＳ
は，大学の国際化戦略の分析と明確化を通して，世界中からの優良
事例に基づいた専門家のアドバイス・最新情報提供・カスタマイズ
戦略の提案を行うサービスであり，結果を事業運営の参考としてい
る。
　現在，本機構における諸取組は。採択された各種国際化関連ＧＰ
に基づいたものが主であるが，各ＧＰでは年度毎に文部科学省に事
業実績を報告する義務があり，また，２～３年毎の外部評価，中間
評価及び事後評価等の過程で各事業の実績，マネジメント体制及び
課題の検証を行っている。

　ＩＳＡＳアドバイス
結果を事業運営の参考
とするとともに，補助
金事業実績の検証を定
期的に行っている。

「改善を要する点」に対する発展計画

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ２ 教育研究組織

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）付属機関等の教育研究組織は，理念・目的に照らして適切なものであるか

a ①教育研究組織の設置状況は理念・目的に
照らし，適切であるか。学術の進展や社会
の要請と教育との適合性について配慮した
ものであるか。

●教育研究組織は，当該大学の理念・目的
を実現するためにふさわしいものである
か。
【約３００字】

　国際連携機構は，本学の国際的な教育交流及び学術・研究交流を
推進し，教育・研究分野の高度化を図るとともに，広く国際貢献を
果たすことを目的として設置されている。
　本機構は，国際連携本部，国際教育センター及び日本語教育セン
ターの三部門によって組織され，国際連携本部は,国際戦略策定のた
めの調査・企画及び外国の高等教育機関等との連携を行い，国際教
育センターは,国際的な教育，海外派遣及び外国人留学生に係る事項
を行うことを目的とし，日本語教育センターは,外国人留学生の日本
語教育の実施及び研究を行うことを目的としている。
　国際連携本部には本部が行う事業及び両センターが行う事業を審
議するため，各学部教授会から推薦された教員等により構成される
国際連携運営会議を置き，共通的な国際化に係る事項を決定する
他，全学的な課題について検討を行う等している。

（２）付属機関等の教育研究組織の適切性について，定期的に検証を行っているか

a ●教育研究組織の適切性を検証するにあた
り，責任主体，・組織，権限，手続きを明
確にしているか。

●その検証プロセスを適切に機能させて，
改善に結びつけているか。
【約５００字】

　2012年度に，国際連携機構の諸取組の一層の推進及び学内各機関
との連携関係強化を図るため，同機構の下にある三つの機関の事
業，組織及び運営体制を見直し，改編作業に着手，審議機関と執行
機関の役割を明確にした上で構成メンバーも改め，関係例規（国際
連携本部要綱，国際教育センター要綱，日本語教育センター要綱）
の改正を行った。
　2013年度末にはＩＡＵによるアドバイザリーサービスを利用し，
本学の国際戦略全般及び推進体制に関する助言を受け，事業運営の
参考としている。
　現在，本機構における諸取組は。文部科学省に採択された各種国
際化関連補助事業に基づいたものが主であるが，各事業では年度毎
に同省に事業実績を報告する義務があり，また，２～３年毎の外部
評価，中間評価及び事後評価等の過程で各事業の実績，マネジメン
ト体制及び課題の検証を行っている。

　ＩＳＡＳアドバイス
結果を事業運営の参考
とするとともに，補助
金事業実績の検証を定
期的に行っている。

「改善を要する点」に対する発展計画

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ３ 教員・教員組織

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）付属機関として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか

a ●＜教員像と教員組織の編制方針＞
専門分野に関する能力，教育に対する姿勢
等，大学として求められる教員像を明らか
にしたうえで，当該付属機関の理念・目的
を実現するために，教員組織の編制方針を
定めているか。また，その方針を教職員で
共有しているか。
【約４００字】

　国際連携機構では，国際連携機構規程第５条に基づき，特任教員
任用基準第３条第１項３号の規定に従い特任教員を採用している。
　採用に当たっては，本機構の目的，すなわち，本学における国際
的な教育交流及び学術・研究交流を推進し，本学の教育・研究分野
の高度化を図るとともに，教育・研究を通じ広く国際貢献を果たす
という目的を実現していくために必要な役割を理解し，これをを果
たすことのできる能力と意欲を持つ教員を採用している。

（２）付属機関等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか
教員の編制方針に沿った教員組織の整備

a ◎方針と教員組織の編制実態は整合性がと
れているか。
【６００～８００字】

　国際連携機構の活動分野は，新たな留学生政策の企画・推進に始
まり，学生の受入・派遣，海外からの留学生に対する日本語教育に
至るまで多岐に亘っており，４名（留学政策関係３名，日本語教育
関係１名）の教員が所属している。所属する特任教員には，それぞ
れの専門的能力に応じて最も適合的な分野を担当させており，各教
員が国際連携機構の目的の達成に資する活動を行っている。

教員組織を検証する仕組みの整備

b ●教員組織の適切性を検証するにあたり，
責任主体・組織，権限，手続を明確にして
いるか。また，その検証プロセスを適切に
機能させ，改善につなげているか。
【６００～８００字】

　国際連携機構の活動は，国際連携本部，国際教育センター，およ
び日本語教育センターによって実施されているが，各組織共に定期
的に会合を行い，成果や課題を検証しながら事業を推進している。
　本機構における特任教員の任用は，全学的な任用計画策定のもと
に前年度に計画を予め定めて提出し，承認を受けたのちに順次個別
任用を進める形をとっている。機構では教員任用のための内規を定
め，国際連携機構会議のもとで任用手続を進めることとし，審査委
員会の設置，業績審査，任用審議と段階的に進めている。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ３ 教員・教員組織

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか

a ●＜規定に沿った教員人事の実施＞
教員の募集・採用・昇格について，基準，
手続を明文化し，その適切性・透明性を担
保するよう，取り組んでいるか。
【４００字】

①　教員の募集・採用・昇格等に関する規程及び手続きの明確化
国際連携機構に所属する特任教員の採用にあたっては特任教員任用
基準を改正・整備し，明確化を図っている。任用手続きについて
は，国際連携機構においてあらかじめ任用のための内規を定め，通
常，学部等で行う形式に倣い審査委員会を組織し，任用のための審
査を行っている。
②　規定等に従った適切な教員人事
教員任用にあたっては，任用基準及び任用に関する内規に則り手続
きを進め，国際連携機構会議に始まり，学部長会及び理事会に至る
大学内の任用審議過程を経て手続を進めている。

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか
教員の教育研究活動等の評価の実施

a ●教員の教育研究活動の業績を適切に評価
し，教育・研究活動の活性化に努めている
か。
【４００字】

　より質の高い職務の遂行を実現するため，国際連携本部，国際教
育センター，日本語教育センターそれぞれにおいて，執行部を中心
に特任教員の職務遂行状況を確認していることに加え，国際連携本
部執行部会議等で三部門それぞれの活動実績・課題を共有するとと
もに，職位にとらわれず活発な意見交換を行っている。

教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）の実施状況とその有効性

b ●教育研究，その他の諸活動（※）に関す
る教員の資質向上を図るための研修等を恒
常的かつ適切に行っているか。

（※）社会貢献，管理業務などを含む『教
員』の資質向上のための活動。『授業』の
改善を意図した取組みについては，「基準
４」（３）教育方法で評価します。
【６００～８００字】

　国際化推進のための全学的なＦＤの取組のひとつとして，専門科
目の英語による授業をより効果的に行うための技法を習得する研修
を2009年度から継続的に実施しており，2016年度までに50名以上の
本学教員が受講している。
　同研修は，米国のＦＤを専門とする教員から，効果的な教授法，
クラス運営法，コミュニケーション方法などを学ぶものである。受
講した各教員には報告を求めており，次年度以降の研修構築のため
の一助としている。また，実施に当たり課題となっていた費用につ
いて，2016年度は本学を会場に講師を招聘して実施する形態に変更
し，大幅に減額することができた。

　2009年度より実施し
ているＦＤ研修は，
2016年度末時点で50名
以上の教員が受講して
いる。
また，実施に当たり課
題となっていた費用に
ついては，2016年度は
本学を会場に講師を招
聘して実施する形態に
変更し，大幅に減額す
ることができた。

　2017年度以降も国内
実施を継続し，参加者
からのアンケート結果
を踏まえて適宜改善を
図るとともに，より多
くの教員に研修機会を
提供する。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ４ 教育内容・方法・成果   ２. 教育課程・教育内容

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）教育課程の編成・実施方針に基づき授業科目を開設し体系的に編成しているか
順次性のある授業科目の体系的配置（履修体系図やコース系統図の明示，科目相関図，４年間の履修モデル，適切な科目区分など）

●教育課程の編成実施方針に基づいた教育
課程や教育内容の適切性を明確に示してい
るか。（学生の順次的・体系的な履修への
配慮）
【約４００字】
＜全学共通教育に関わる科目群の授業科目
の開設と教育課程の体系的編成＞

　留学生のための「日本語・日本事情」は，正規留学生及び上級レ
ベルの日本語能力をもつ交換留学生等が履修可能な上級の日本語科
目で学部の科目として設置している。一定の日本語力向上が図れる
よう１年次，２年次に段階的に科目を配置している。
　さらに上級レベルの学生を対象に日本語教育センターが「選択日
本語」（2017年度から「日本語上級」）を設置し，総合的な日本語
運用能力の向上に資する教育課程を整備している他，同センターで
初級から中級レベルを主として交換留学生，国費留学生及び英語
コースの留学生を対象とした「留学生共通日本語」を設置してい
る。
 　また，英語コースへの交換留学生が増えたことに対応するための
初級レベルの授業の正規化及び中級レベルの授業履修への柔軟性を
持たせるための科目改正を含め，日本語教育センターで開設してい
る科目群の見直しを2017年度から行い，初級から上級レベルの一貫
した正規科目のカリキュラムの構築を行った。

　日本語未習から上級
レベルまで，幅広いレ
ベルの外国人留学生に
対して，半期毎に進級
しながら段階的履修が
可能となる包括的なプ
ログラムを提供してい
る。

　「選択日本語」（日
本語（上級））は正規
課程の私費留学生も受
講可能であるが，履修
者数が少なく，授業計
画や周知方法の改善が
必要である。
　中級レベルの科目は
駿河台キャンパスのみ
の設置となっている。

　交換留学生及び英語
コースの留学生が増加
することに伴い，適切
な受講者数での講義実
施が出来るよう，授業
計画を実施する。

　「選択日本語」（日
本語（上級））につい
ては，履修状況を踏ま
えて，授業計画の見直
しを行う。また，履修
者数の増加に合わせ，
科目の複数コマ設置の
調整を図る。

　履修者数の増加に合
わせ，科目の複数設
置，複数キャンパスで
の開講を計画する。

＜グローバル人材育成に関わる科目群の授
業科目の開設と教育課程の体系的編成＞

　グローバル人材育成に関わる科目群の教育課程の編成・実施に関
わる方針（基準４(1)点検・評価項目(2)に説明）に基づき，以下の
ように全学共通の授業科目を開設し，教育課程を体系的に編成して
いる。
　グローバル人材としての素養を段階的に養成するものとし，第一
段階として語学力を底上げするための「学部間外国語科目（短期海
外語学研修含む）」や「実践的英語力強化プログラム」等の科目
群，第二段階として語学だけではなく専攻の専門科目や異文化を理
解するための「国際教育プログラム」や「グローバル人材育成プロ
グラム」等の科目群，第三段階として，長期留学やダブルディグ
リープログラム，そして第四段階を卒業後のキャリアステージとし
て位置づけている。

　各学部独自に実施し
ている取組みを全学的
に集約し，各プログラ
ム及び各科目群を体系
化することで，本学が
育成を目指している
「グローバル人材」へ
の入学から卒業に向け
ての到達モデルを明示
できている。

　全学プログラム（科
目）及び各学部プログ
ラム（科目）が複数あ
る中で，学生が個々に
設定する履修モデル・
到達目標に対して適切
に選択できるような配
慮が必要である。
　学部の教育カリキュ
ラムと完全に独立して
いるため，卒業に向け
て当該プログラム受講
及び科目群履修の両立
の動機付けを図ること
が難しい。

　入学時オリエンテー
ション等を利用し，早
期に「グローバル人
材」育成の理念周知の
徹底及び履修モデルの
説明を行うことで，さ
らなるプログラム受講
及び科目履修を促して
いく。

　現在，実施している
プログラム及び科目群
について，学部カリ
キュラムと「グローバ
ル人材」育成プログラ
ム（科目群）の違いと
関連性を明確にしてい
く。
  学生が全学プログラ
ム（科目）と各学部プ
ログラム（科目）を関
連づけて系統的・体系
的に学べるような，プ
ログラム（科目）内容
の整備と，包括的な情
報発信の方法を検討す
る。

　学部カリキュラムと
も連動したプログラム
及び科目体系の編成を
行う。
　海外協定校の協力を
得て，学部学生にとっ
て有益と思われるグ
ローバル人材育成に寄
与する講座（議）を遠
隔教育にて提供できる
体制を整備する。

　「グローバル人材育成プログラム科目（カリフォルニア大学デー
ビス校等への海外研修科目含む）」と「日本ＡＳＥＡＮ相互理解プ
ログラム科目（ホーチミン市国家大学等への海外研究科目含む）」
は，それぞれ文部科学省のグローバル人材育成推進事業及び大学の
世界展開力事業の採択にともなって2013年度から設置した科目群で
「国際連携機構」が運営している。この科目群は，グローバル社会
で活躍する人材やアセアン地域の理解を目的に座学と海外研修を組
み合わせた内容となっており， 2013年度は合計4科目6コマ設置し
た。その教育課程は，本学キャンパスにおける事前教育科目と，現
地におけるフィールド科目を段階的に履修し，語学力向上と海外で
の学修を体験することを特色としている。
　さらに2014年度からは，実習系科目の充実を目指し，「グローバ
ル人材育成プログラム科目」及び「日本ＡＳＥＡＮ相互理解プログ
ラム科目」に６科目９コマ，2015年度には３コマ（プログラム），
2016年度には８コマ（プログラム）を追加設置した。

　2016年度について
は，「グローバル人材
育成プログラム科目」
に延べ91名（2015年
度：79名），「日本Ａ
ＳＥＡＮ相互理解プロ
グラム科目」に延べ88
名（2015年度：48名）
の履修者があり，その
うち，前者については
67名（59名），後者に
ついては46名（18名）
が実習科目を履修して
いる。

　2013年度から開講し
ている科目群であるた
め，実施プログラムに
ついての学生アンケー
ト結果等からプログラ
ム内容の改善を図る必
要がある。

　履修希望学生数の推
移も注視しつつ，プロ
グラムの見直し及び新
規開発を進めていく。

　学生アンケート結果
等に基づきプログラム
内容の改善を行う。

　学部カリキュラムと
も連動したプログラム
及び科目体系の編成を
行う。

c

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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＜英語科目のみで学位を取得できる教育課
程等の設置＞
＜英語科目のみで学位を取得できる教育課
程等の設置＞
全学報告書は，付属機関等自己点検・評価
報告書を参考にし，全学委員会で編集しま
す。
付属機関等自己点検・評価報告書に
・英語コース（ＥＴ）
・ダブルディグリー
・デュアルデグリー
・ツイニングの入学者数の掲載をお願いし
ます。

英語科目のみで学位を取得できる教育課程を７コース開設してい
る。
（英語コースの概要，入学状況「全学報告書」（表4(2)-1）参照）

  この他，教育の国際化に資するコースとして，マレーシア政府か
らの留学生を３年次編入で受け入れる「ツイニングプログラム」
（マレーシアＪＡＤ編入試験）を理工学部で実施している。また，
政治経済学部が2014年度から米国の大学とのダブルディグリープロ
グラム（学士課程），デュアルディグリープログラム（学士課程及
び修士課程）の設置を，経営学部が2015年度からカナダの大学との
デュアルディグリープログラム（学士課程）の設置を行った。
　なお，2018年度からは政治経済学部で実施しているテンプル大学
とのデュアルディグリープログラムを全学に拡大する。

　英語学位コースの設
置以降，外国人留学生
数の増加及び出身国の
多様化が図られてきて
る。

　英語学位コースにつ
いては，学部横断的，
あるいは大学院横断的
な英語での専門科目群
のプラットフォームを
構築していく必要があ
る。

　スーパーグローバル
創成支援事業構想調書
に記載をした，2023年
度における15コースの
設置に向けた取り組み
を開始する。

＜教育課程の国際化と『国際連携機構』に
よるグローバル化の推進＞
※人数等のデータを踏まえて説明してくだ
さい。

○本学全体の「教育の国際化」に関する現
況

○ 本学全体の「教育の国際化」に関する現況
　「国際化拠点整備事業（グローバル３０）」では「グローバルコ
モン・プログラム」というプログラム名称の下で，①外国人留学生
数の増加（2013年度に留学生1,600名）と外国人教員比率の引上げ，
②英語による学位取得コースの増設，③外国人留学生の受入れ支援
体制の確立，④海外拠点を通じた国際連携の推進，⑤日本文化・技
術・システムなどの情報発信等を進めてきた。グローバルコモン・
プログラムによる計画を着実に進め，2014年度の事後評価では，
「Ａ」評価として，概ね目的は達成されているとの評価を得てい
る。
　外国人留学生の学位課程のみならず，各学部・研究科及び国際教
育センターでは，数多くの学部間，大学間での留学や短期海外派遣
プログラムを運営している。特に学部独自による「短期海外留学プ
ログラム」は数多く実施されており，例えば，政治経済学部は「ボ
ストン大学・サマータームプログラム」「リヨン政治学院プログラ
ム」等で行っており，学部の専門性に応じて実施されている点に特
徴がある。長期留学（協定留学，認定留学）も学部間で独自の海外
協定を締結し，学生交流を行っている。

 外国人留学生数に関
しては，留学生数が大
幅に増え，英語による
学位取得コースも複数
設置し実施している。
また，海外拠点の設置
による国際連携も拡大
しており，全学の受入
れ支援体制も整備して
いるなど，留学生の受
入れ関連の事業は大き
く進展している。
 従来の協定留学と認
定留学だけではなく，
学生の興味，関心や計
画に合わせて，留学プ
ログラムを継続的に開
発し，その多様化を
図っている。

　受入れ留学生数は学
籍が発生している留学
生のみをカウントして
おり，今後はこうした
学生を増大させる必要
がある。外国人留学生
を対象とした科目等履
修生制度が2015年度か
らの募集を開始してお
り，積極的に広く留学
生を受け入れていく必
要がある。協定校は，
受入の量的には十分な
ものがあり，今後は
チェック体制を構築
し，実質的な協定校を
維持拡充することで，
名目的協定をできるだ
け少なくしていく必要
がある。

　受入れ留学生数の増
加，多様な学位取得
コースの新設，国際連
携の強化について，こ
れからも取り組んでい
く計画である。
　海外インターンシッ
プ，国連ボランティ
ア，模擬国連など海外
機関との実務経験型プ
ログラム及び英語力強
化のための海外プログ
ラムを拡充する。ま
た，語学力が不十分な
学生に対し，「語学研
修+語学研修後の正規
科目履修」のブリッジ
型プログラムを拡充
し，海外留学経験者を
増やしていく。

　外国人留学生につい
て科目履修生制度等に
より，幅広く受け入れ
る仕組みを構築し，受
入れ人数を増加させ
る。

①学生や研究者の実質
的な交流の促進，②部
局間協定による学術交
流の推進，③本学の特
徴を活かした重点地域
との交流協定など，研
究・教育で実効性のあ
る協定に注力する。教
育・研究の高度化のた
めの欧米トップスクー
ルとの連携，そして重
点地域でもあるASEAN
地域のトップスクール
との連携，さらにロシ
ア，中東，アフリカ，
中南米などの新興国と
の連携も強化してい
く。

c
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国際日本学部においては，「アカデミック留学・インターンシップ
プログラム制度」としてオレゴン大学，ニューヨーク州立大学，
オックスフォード大学等５つの４年制大学と２年制大学のカピオラ
ニ・コミュニティ・カレッジに派遣し，さらにフロリダ州立大学の
学修とウォルトディズニー及びハワイ大学の学修とＪＡＬやHilton
Hotel等現地企業との連携を組み合わせた「アカデミック留学・イン
ターンシッププログラム制度」を実施している。このように学部
間・研究科間等による海外協定やプログラムがベースとなる学生派
遣に加え，国際連携機構が中心となって大学間協定による交換留学
の推進や，認定留学する学生の支援を進めているところに本学の特
長がある。

アメリカの名門大学の
サマーセッションに派
遣するプログラムやフ
ロリダのディズニーラ
ンドでの海外インター
ンシップ，各学部での
選考内容に即した専門
科目の見識を深めるた
めに実施される学部独
自の短期プログラムや
セメスター留学プログ
ラムを開発・実施して
いる。アメリカへの留
学希望者が多いことか
ら，授業料を負担して
１学期間または１学年
間留学できる留学制度
（授業料負担型協定留
学）を設け，新たな協
定留学（授業料負担
型）プログラムを拡充
した。これにより，ア
メリカ留学希望者への
新たな選択肢の提示が
可能となった。

また，「グローバル人
材育成推進事業」では
合計36の留学プログラ
ムを実施しており，
ノースイースタン大学
とのダブル・ディグ
リー，テンプル大学と
のデュアルディグリー
も開始した。
 こういった取組みに
より，海外留学経験者
数は，2016年度には
1,503人に増大し，そ
のうち，単位取得を伴
う海外留学経験者数
は，1,006人に増大し
ている。
 海外有力大学との大
学間協定及び学部間協
定が増えたことによ
り，大学間協定に基づ
く派遣日本人学生数は
2016年度には889人に
増大した。

c
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○外国人留学生，海外派遣学生の状況（受
入れ・派遣の方針，国籍・人数等の実績）

○ 外国人留学生，海外派遣学生の状況（受入れ・派遣の方針，国
籍・人数等の実績）
教育のグローバル化を進めた結果，日本学生支援機構（ＪＡＳＳ
Ｏ）奨学金の採択や学内奨学金の充実もあり，外国人留学生の受入
数が 1,546名（2017年５月時点）に，海外派遣学生数は 312名から
1,503名にまで増加した。海外派遣学生数1,503名のうち，正規留学
を誘引するために国際連携機構が全学部共通で募集している「短期
海外研修」に2016年度は242名が参加している。この研修は５言語に
ついて８か国14大学で実施している。また，交流拡大のために協定
締結の増加を図る努力を継続し，2009年度末から2017年５月１日現
在で，海外協定校は119校から300校・機関に増加している。単なる
協定大学数の増加ではなく，学生交流の増加を重視し，「キャンパ
スの多様化」という学長方針の下で，外国人留学生の出身国も48か
国・地域へと多様になってきている。

　外国人留学生の受入
については，ニーズを
踏まえた超短期プログ
ラムの拡充を目指す。
　派遣学生について
は，学生の需要を確認
し，ニーズにあった多
様かつ安価な内容のプ
ログラム開発を検討す
る。
　国際教育センターと
各学部が実施する超短
期・短期プログラムに
関する情報を集約する
とともに，学生に対し
て超短期・短期留学に
関する全ての情報を効
率的・効果的に提供す
るための手段を検討す
る。
　海外安全情報等を注
視し，送り出し学生の
安全確保に今後とも継
続的に努めていく。

　外国人留学生の受入
については，ニーズを
踏まえた超短期プログ
ラムの拡充を目指す。
　各学部が実施する超
短期・短期プログラム
との間で連絡，調整で
きる体制を構築するこ
となどにより，大学全
体として，より体系的
なプログラムの開発を
目指す。
　派遣学生について
は，学生の需要にあっ
た参加費，期間，時
期，内容など多様なプ
ログラムを企画実施
し，そうしたプログラ
ムを提供できる協定校
を確保し，可能な限り
多くの学生を留学させ
る。

c

　教育目標である「国
際的に通用する多彩な
個性と，自由と自治の
精神を有する人材を養
成する」には，外国人
留学生を積極的に受け
入れることも有用であ
ることから，英語のみ
で学位を取得できる教
育課程を学士課程，専
門職学位課程，博士前
期課程，博士後期課程
の全ての課程において
開設し，2016年度には
英語コースのみで約69
名が入学し，外国人留
学生在籍数全体では
2017年5月現在1,546名
であり2008年度の712
名から増加しており，
外国人留学生に資する
教育課程が整備されて
いると言える。
この他，教育の国際化
に資するコースとし
て，理工学部がマレー
シアからの留学生を３
年次編入で受け入れる
「ツイニングプログラ
ム」を実施している。
外国人留学生と日本人
学生は，英語による授
業でともに学び合い，
さらに留学生ラウンジ
での交流やチューター
制度による学習支援を
通じて，学生が相互に
国際的な視野を獲得す
る機会として効果を上
げている。

　正規留学を希望する
外国人が頭打ち傾向に
ある状況で，本学への
留学者数を増やす方策
のひとつとして超短期
プログラムの受入が挙
げられるが，現在は必
ずしもプログラム数が
十分とは言えない。
　派遣学生について
は，英語圏のプログラ
ムへの需要は根強いも
のの，他の語圏プログ
ラム関しては，直近の
国際情勢等の影響を受
けることがあり，イベ
ントリスクが存在す
る。
　国際教育センター以
外に，各学部で独自の
超短期留学プログラム
を実施しているため，
学生にとってはプログ
ラムの内容が分かりづ
らくなってきている。
  国際連携機構に関わ
らない教職員の留学生
受入・海外派遣制度に
対する理解度が低いの
が現状である。今後
は，一般教職員にも各
種国際関連の制度を積
極的に周知してもらう
ようなシステムを構築
し運用していくことが
重要となる。

　2013年度から開講し
ている学部横断的に履
修できる「グローバル
人材育成プログラム科
目」，「日本ASEAN相
互理解プログラム科
目」「国際協力人材育
成プログラム科目」で
は，海外フィールド研
修，海外大学での短期
学習プログラム等の多
彩な教育内容を用意し
ており，eポートフォ
リオによる学習達成度
の評価やルーブリック
による学習評価指標の
共有等の新しい教育方
法も採用している。こ
れら学部横断的な科目
の成果を検証しなが
ら，各学部独自の海外
交流についても，より
一層，教育交流が広ま
る仕組みを制度化して
いく。また，英語学位
コースを軸として，海
外有力大学とのネット
ワークや教育アライア
ンスを強化し，ダブ
ル・ディグリーの構築
などに努め，本学学生
の国際的な教育交流や
外国人留学生の多様な
学修ニーズに対応でき
る教育課程の編成を検
討する。外国人留学生
への日本語教育につい
ては，より学生のレベ
ルにあった科目を整備
できるように検討す
る。
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○ 外国人留学生，海外派遣学生への経済的支援の状況
　国際連携機構では，海外留学の阻害要因である語学力の不安と経
済的不安を軽減するため，2011年度に正課科目として留学準備講座
（「国際キャリア特論―留学のすすめ」等）を開設し，2013年度に
は留学中の前半に語学の授業を受けその後で正規課程を履修できる
融合型留学を推奨する等，従来の語学研修プログラムとは異なるア
プローチで海外留学を促進している。また2012年度には「明治大学
学生外国留学奨励助成金」制度を創設し，留学先授業料が免除され
る交換留学，留学先授業料を負担する交換留学，全て自己負担の認
定留学のいずれの場合にも，選考の上，支給される「給付制助成金
制度」を開始し，最大150万円程度（本学授業料相当額及び30万円）
を助成できるよう，海外派遣制度の改善を図り，経済的不安を軽減
する取組みに努めている。
　外国人留学生を対象とした経済的支援制度として，私費外国人留
学生奨学金及び私費外国人留学生の授業料補助制度を実施してい
る。また，2015年度入学者から入学前に学費等の助成の通知が行え
る助成金として「グローバル選抜助成金」及び「私費外国人留学生
特別助成金」制度を運用している。

　2012年度より従来の
海外留学助成制度を改
め，「明治大学学生外
国留学奨励助成金」制
度を新設した。これは
留学経費助成（年額30
万円上限）及び留学授
業料助成（留学先の授
業料相当額を上限とし
た本学授業料相当額）
を行うもので，2011年
度と比較して約5.5倍
の予算措置を講じた。
このことにより，本制
度で助成した者は，
2012年度70名から2016
年度168名に増加し
た。正規学生を対象と
した明治大学私費外国
人留学生第一種奨学金
については，2016年度
に学部生97名，大学院
生65名が受給してい
る。授業料補助制度に
ついては，614名の外
国人留学生が対象とな
り助成を受けた。

  留学生数の増加に比
して経費も膨らむ現状
の奨学金制度を見直す
必要がある。
　同様に外国留学奨励
助成金についても，留
学者数が増加している
現状と海外留学の促進
を図っている現状の双
方を鑑み，制度のあり
方を検討の必要があ
る。

　外国人留学生に対し
ては，2014年度に「明
治大学私費外国人留学
生特別助成金」及び
「明治大学グローバル
選抜助成金」制度の新
設により，留学生リク
ルートについて有効な
ツールができたと同時
に，より多くの留学生
に対し経済的支援を提
供する体制が整った。

　既存の各種経済的支
援制度について，学業
成績により直接的にリ
ンクした制度とするこ
とで，在籍する外国人
留学生の学習意欲を刺
激するとともに，予算
の増加抑制を図る。
　2018年度の支給を以
て「グローバル選抜助
成金」及び「私費外国
人留学生特別助成金」
制度の第一期助成期間
が終了するため，授業
料補助制度と併せて見
直しを図る。
　同様に外国留学奨励
助成金についても，予
算枠での給付を行わな
ければならない現状に
対して，学業成績及び
戦略的な派遣重点校の
設定に関連付けた制度
のあり方とするか否か
検討を図る。

　既存の各種経済的支
援制度について，学業
成績により直接的にリ
ンクした制度とするこ
とで，在学生の学習意
欲を刺激するととも
に，予算の増加抑制を
図る。

○海外拠点（北京，アセアンセンター，マ
レーシア等）

○ 海外拠点（北京事務所，アセアンセンター（バンコク））
　海外拠点として，2011年４月の「北京サテライトオフィス」（北
京事務所）の設置に加え，2013年５月，タイ・バンコクの本学協定
校シーナカリンウィロート大学内にＡＳＥＡＮ諸国との連携の拠点
となる「明治大学アセアンセンター」を開設している。
北京事務所については，中国における日本留学希望者の動向に関す
る情報を定期的に収集している。アセアンセンターにおいては，国
際連携機構及び各部局がタイの協定校との交換留学や短期プログラ
ムにおいて実施支援，連絡調整や学生サポート等で一定の成果を上
げている。また，有事の際の安否情報確認等，危機管理についての
役割も担っているほか，2014年度からは，センターと本学を遠隔講
義システムでつなぎ，単位付与を伴う双方向の講義提供を実施して
いる（「東南アジア理解講座（タイの言語と文化）」「Japan
Today」）。
　加えて，本学学生の海外留学を促進するベースとなる英語能力向
上に大きな役割を果たすことが期待される「明治大学・マニラ英語
トレーニングセンター（仮称）」の設置に向けた検討を進めてい
る。

　アセアンセンターに
ついては，国際連携機
構及び各部局がタイの
協定校との交換留学や
短期プログラムにおい
て，実施支援，学生サ
ポート等で一定の成果
を上げている。また，
有事の際の安否情報確
認等，危機管理につい
ての役割も担ってい
る。
　本学学生の海外留学
を促進するベースとな
る英語能力向上に大き
な役割を果たすことが
期待される「明治大
学・マニラ英語トレー
ニングセンター（仮
称）」の設置に向けた
検討を進めている。

　すでに部局間では多
くの提携校が存在し共
同研究にまで進んでい
る。本機構ではこうし
た部局間の連携を基礎
に，アセアンセンター
を活用しながらアセア
ントップスクールとの
さらなる連携，実質的
交流を図る。
　2018年度に「明治大
学・マニラ英語トレー
ニングセンター（仮
称）」を設置し，本学
学生の実践的英語力強
化に資するプログラム
を展開する。

c
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○外国人留学生に向けた特色ある教育活動 ○ 外国人留学生に向けた特色ある教育活動
　外国人留学生へ本学の教育内容を紹介アピールする工夫として
「日本語教育センター」では，夏期と冬期に「日本語短期研修プロ
グラム」を行っている。2016年度の参加者は125名にのぼる。参加し
た学生の国籍は夏期が18か国・地域と多岐にわたっている。参加学
生の多くはこれを契機に本学への交換留学及び大学院進学に興味を
示している。
　2016年度においては，韓国威徳大学学生の海外研修の一環として
特別コースにより受入れを行った。

　回を重ねるごとに応
募者も増え，定員を満
たした実施が続けられ
ている。また，プログ
ラム内容も毎回見直す
ことにより，より充実
したものになってきて
おり，参加者アンケー
トでの評価も高い。
　また，各国からの留
学生同士の交流だけで
はなく，本学日本人学
生サポーターとの交流
が非常に活発であり，
日本人学生に異文化体
験の機会を提供しグ
ローバルな視野を養う
大きな教育効果があ
る。

　約3週間という短い
期間のプログラムに適
した教科書の選定が難
しい。
　多くの応募者を集め
ているが，物的・人的
にこれ以上の受入れが
困難な状況である。

　今後も学習者ニーズ
とレベルにあった，手
厚い，満足度の高いプ
ログラムを提供してい
く。
　各回の日本人学生サ
ポーターのネットワー
クをプログラム開始前
から構築することで，
サポーター主催の交流
イベント実施をするな
ど，より多くの留学生
と日本人学生との交流
機会を作る。

　各レベルにおいて，
既存の教科書を利用し
た本プログラム用の教
材が蓄積されてきてい
るため，それを基にプ
ログラム専用の教材集
を作成する。

　本短期プログラムの
教科書を各レベルごと
に順次作成していくこ
とで，本学留学生のみ
ならず，多くの日本語
学習者や日本語教育機
関へ本学の教育・研究
成果を発信していく。
　応募者が多い状況を
鑑み，クラスレベルの
増加や期間等受講希望
者のニーズも汲み取っ
たプログラム開発を行
い，参加者の増加を図
る。

○上記以外の各種プログラムの現況 ○ 上記以外の各種プログラムの現況
　近年の文部科学省による各種補助事業への採択を機に，国際連携
機構との協働で，各部局における交流実績が向上しており，交流プ
ログラムの増・交流学生の増という明らかな成果が出ている。他
方，このような補助対象年度終了後の展開について前広に検討する
必要がある。今後も学生のニーズにあったプログラムの開発・展開
を目指すが，開発計画の根拠のひとつとなる，学生の海外渡航経験
や語学レベルに関するデータがないため，このようなデータを管理
するシステムの構築が望まれる。
・大学の世界展開力強化事業～ＡＳＥＡＮ地域における大学間交流
の推進）(～タイプＢ）
2016年度に採択された文部科学省による補助事業である本事業にお
いて，政治経済学部，情報コミュニケーション学部，理工学部と共
に主たる取組部局として，ＡＳＥＡＮ地域15パートナー大学との
様々な交流プログラムを展開している。
・スーパーグローバル大学創成支援
2014年度に採択された文部科学省による補助金事業である本事業に
おいて，主要取組部局のひとつとして，特に国際化に関する面で，
本学学生の語学レベル向上のための取組や外国人留学生受入促進，
多様な派遣プログラムの開発及び海外留学支援体制の拡充に取り組
んでいる。

補助事業への採択を機
に，国際連携機構との
協働で，各部局におけ
る交流実績も向上して
おり，交流プログラム
の増・交流学生の増と
いう明らかな成果が出
ている。

特に補助事業につい
て，補助対象年度終了
後の展開について前広
に検討する必要があ
る。

本学では，専門科目を
英語で徹底的に学ぶこ
とによって初めて，世
界で通用する強靭な知
識と英語技能の結合が
可能になると考えてい
る。多様な実践的英語
力強化プログラムを展
開し，学生の英語能力
の底上げを図る。

本学が展開する国際プ
ログラム及び学生の参
加・履修状況を管理す
るシステムが2018年度
より稼働予定であり，
国際連携機構でもこれ
まで培ったノウハウを
提供する。

・実践的英語力強化プログラム
海外留学を実現させるに当たり，現地で生活・修学するに足る語学
能力を身につけることは必須条件である。国際教育センターでは，
学生のニーズがもっとも高い英語について「実践的英語力強化プロ
グラム」を展開し，学生の語学力強化に寄与している。

今後も学生のニーズに
あったプログラムの開
発・展開を目指すが，
開発計画の根拠のひと
つとなる，学生の海外
渡航経験や語学レベル
に関するデータがない
ため，このようなデー
タを管理するシステム
の構築が望まれる。

学生の英語力に関する
情報を管理するシステ
ムが2017年度中に稼働
予定であり，国際連携
機構でもこれまで培っ
たノウハウを提供す
る。

c
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教育課程の適切性の検証プロセスの明確化とその有効性
●教育課程の適切性を検証するにあたり，
責任主体・組織，権限，手続を明確にして
いるか。また，その検証プロセスを適切に
機能させ，改善につなげているか

　「グローバル人材の育成に資する科目群」の検証プロセスについ
て， 2013年度に設置した「グローバル人材育成プログラム科目」及
び「日本ＡＳＥＡＮ相互理解プログラム科目」は，国際連携本部に
設置した「大学の世界展開力強化プロジェクト」及び「グローバル
人材育成推進事業プロジェクト」が責任主体となり検証を行い，国
際連携機構会議に提案・審議のうえ，本学教務部委員会，学部長会
に上程している。2016年度は2017年度に実施するプログラム設置の
検討を行った。「留学生共通日本語」については，国際連携機構日
本語教育センターが責任主体となり，授業計画を策定したうえで，
教務部委員会，学部長会に上程している。なお，カリキュラムの見
直しについては半期に１度開催する「留学生共通日本語担当者会」
において授業担当者の意見を集約したうえで，日本語教育センター
にて協議を行う。カリキュラム改編については，国際連携機構会議
に提案・審議のうえ，教務部委員会，学部長会へ上程する。国際連
携機構では国際教育センターを設置し，協定留学及び短期海外語学
研修に関わる学生の送り出しの検証を行っている。新規の協定締結
や学生募集等の教育課程に影響を与える事項については，特に国際
教育センターの執行部会において毎年検証を行っており，国際連携
本部に上程・報告を行っている。

　短期海外語学研修等
の国際教育センター主
催プログラムでは，国
際連携機構所属教職員
らが少なくともプログ
ラム初回時には原則と
して同行し，当該の授
業担当教職員とよく話
し合い，カリキュラム
内容の適切性を判断し
ている。また帰国した
学生からの報告書を
チェックし，カリキュ
ラムやサービスに問題
があれば，必要に応じ
て国際教育センターが
対応しており，協定校
や語学研修派遣は十分
に効果を上げている。

　協定校やプログラム
の増加に伴い，すべて
にわたって相手校の担
当教職員と本学の担当
教職員が互いによく知
り合う関係を構築する
ことが難しくなってい
る。

　通信技術の発達によ
る遠隔授業やスカイプ
を用いたコミュニケー
ションにより，カリ
キュラムの不断の改善
に努め，カリキュラム
の共同開発や事前事後
の本学でのカリキュラ
ムとの連携を図ってい
く。
　2013年度に設置した
「日本ASEAN相互理解
プログラム科目」及び
「グローバル人材育成
プログラム科目」につ
いては，その成果を検
証しながら，プログラ
ムの見直し及びカリ
キュラム改定に向けた
検討を行う。

　ＮＡＦＳＡ，ＡＰＡ
ＩＥなどの参加の際に
は，協定校教職員との
懇談をしっかりと行
い，連携を密にしてカ
リキュラムの不断の改
善に努める。アセアン
については，明治大学
アセアンセンターと緊
密な連携をとって適切
な教育課程を提供する
とともに，その検証を
行っていく。

　教職員ともに国際教
育の専門家を学内でき
ちんと養成するととも
に新規採用に当たって
は有能な専門家を採用
し，海外協定校等との
長年にわたる信頼関係
を築いて，実績を踏ま
えたカリキュラム改善
を行っていく。

●外部評価の審査 国際化に関する諸取組について外部の視点から検証するために，
2013年度末に国際大学協会（ＩＡＵ）が提供する，「International
Strategies Advisory Services（ＩＳＡＳ）」を利用した。ＩＳＡ
Ｓは自己評価とピアレビューからなる８カ月程度のプロセスであ
り，次の評価指標に沿って国際化の目標，取り組み，成果の整合性
を検証していくことで，国際通用性ある教育の質保証に資するもの
となっている。(1)国際戦略の明確化，(2)ガバナンス改革，(3)協定
校レビューと新規開拓，(4)海外学生のリクルート，(5)外国語教
育，(6)学位プログラム，(7)教育の国際化，(8)カリキュラム・教授
法，(9)ＦＤとＳＤ，(10)キャンパスの国際化，(11)留学生の受け入
れ政策，(12)留学と学生交換。
大学国際化の専門家から，より戦略的な視点から実施する方法や改
善点についての指摘を受けるとともに，今後の方針策定の参考とな
るアドバイスを得た。
　現在，本機構における諸取組は。文部科学省に採択された各種国
際化関連補助事業に基づいたものが主であるが，各事業では年度毎
に同省に事業実績を報告する義務があり，また，２～３年毎の外部
評価，中間評価及び事後評価等の過程で各事業の教育プログラムの
実績及び課題について検証を行っている。
　なお，抽出した課題の解決を図るための戦術・アクションプラン
の具体化を図る必要がある。例えば，全学生が満たすべき英語・外
国語の基本レベル要件設定，英語コース新設やダブル・デュアル
ディグリー・プログラムの構築は喫緊の課題である。

　ＩＳＡＳアドバイス
結果を事業運営の参考
とするとともに，補助
金事業実績の検証を定
期的に行っている。

　抽出した課題の解決
を図るための戦術・ア
クションプランの具体
化を図る必要がある。
例えば，全学生が満た
すべき英語・外国語の
基本レベル要件設定，
英語コース新設やダブ
ル・デュアルディグ
リー・プログラムの構
築は喫緊の課題であ
る。

　ＩＳＡＳアドバイス
結果等を参考に策定し
た長中期計画等に基づ
き政策を実行する。ま
た，補助金事業実績の
検証における指摘事項
等を次期評価の実施ま
でに対応する。

　ＳＧＵを強力に推進
するために，ＳＧＵ担
当副学長を長とするＳ
ＧＵ推進委員会が設置
されており，国際連携
機構においても同委員
会より示される推進方
針と連動した戦略策定
をする。

d



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ４ 教育内容・方法・成果   ２. 教育課程・教育内容

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき各課程に相応しい教育を提供しているか
教育目標や教育課程の編成・実施方針に沿った教育内容（何を教えているのか）

◎何を教えているのか。どのように教育目
標の実現を図っているのか。
【４００字程度】

「グローバル人材育成プログラム科目」や「日本ＡＳＥＡＮ相互理
解プログラム科目」の教育内容は，「地域研究講座（ＥＵ講座）」
「東南アジア理解講座」といった科目において，日本アセアンセン
ターやＥＵ及び加盟国大使館関係者をゲストスピーカーとして招
き，現状の政策や実務経験に基づいた講義をオムニバス形式で実施
している。「海外文化・専門集中講座」「東南アジア文化・専門集
中講義」といった講義では，「カリフォルニア大学デービス校」，
「ホーチミン市国家大学人文社会科学大学」及び「アテネオ・デ・
マニラ大学」における約4週間の短期研修と事前学習を組み合わせ
て，異文化理解と適応能力の向上と，実践的な英語能力を養うこと
を目的とした短期海外研修を行っている。2014年度からはさらに実
践的な学修プログラムの充実を図るため，「短期海外実習」「海外
実習」「長期海外実習」「短期東南アジア実習」「東南アジア実
習」といったインターンシップ及びフィールドワークを課す授業科
目，並びに実習科目を補完する事前，事後及び派遣期間中の実務学
習を行う「海外実習課題研究」を設置した。
 　これらのことにより，英語力及び実務分野における現場力を有
し，かつ他者・多文化への理解と洞察力を備え，それぞれの専門領
域において活躍できる人材の育成を目指し，実践的な学修プログラ
ムやインターンシップ等を行うとともに実務経験に基づいた専門家
の講義を実施して，教育効果を高める工夫を行っている。

　英語力及び実務分野
における現場力を有
し，かつ他者・多文化
への理解と洞察力を備
え，それぞれの専門領
域において活躍できる
人材の育成を目指し，
実践的な学修プログラ
ムやインターンシップ
等を行うとともに実務
経験に基づいた専門家
の講義を実施して，教
育効果を高める工夫を
行っている。

　留学準備教育と留学
体験はグローバル人材
育成に非常に効果的で
あり，その内容をなお
一層充実させ，幅広い
角度から授業を提供し
ていく必要がある。し
かし，キャンパスが４
か所にわかれているた
めに，全てのキャンパ
スで共通の科目を展開
することはできておら
ず，学生が体系的に履
修するための不便さが
ある。

　帰国後に留学経験を
活かすための授業や経
験のシェアの機会を提
供する授業と体制をよ
り充実させ，キャンパ
ス全体の国際化を推進
すると同時に，留学を
就職やキャリア形成に
つながるようサポート
する内容の授業を増や
す。
　アセアン理解を深
め，学生交流を活性化
するための授業の効果
を分析し，授業改善を
不断に実施して本格的
な活性化につなげる。
さらにICTを利用して
教育効果を高める機会
を充実する。

　グローバル人材育成
支援制度による政治経
済学部グローバル人材
育成の成果を全学に広
報し，ＦＤやＳＤなど
を通して学部間の温度
差を少なくし，全学的
な取り組みとして波及
させていく。全学に成
果を波及するために遠
隔教育システムの利用
を開始する。

　留学準備やグローバ
ル人材育成に関する科
目の内容をさらに充実
させ，遠隔授業などの
システムを駆使して，
どのキャンパスの学生
も体系的に履修しやす
くする。全学に成果を
波及するために遠隔教
育のシステム利用を促
進し，協定校との協力
によるグローバル人材
の育成授業や講座を導
入することで留学しな
い学生にもグローバル
人材教育の機会を提供
することを検討する。

「短期海外語学研修」として，在学生の海外留学を奨励すること
や，海外での生活を通して語学力を向上させることができるよう，
約１カ月の「夏期海外語学研修・春期語学研修」で2016年度は5語種
を8か国14大学で実施した。国際教育センターによる語学研修は，英
語研修参加希望者の増大に対応して2015年度に英語コースを増設し
た。授業内容は，幅広く語学力の向上ができるよう構成され，さら
に受入れ大学によりその国独自の文化体験や課外活動を組み入れる
等工夫がなされている。
また，2017年度ついては，今後の「マニラ英語トレーニングセン
ター（仮称）」の設置を踏まえ，事前のオンライン英語学習と組み
合わせた英語モニタープログラムをマニラにおいて実施をする他，
授業期間においては英語学習アドバイジングを駿河台及び和泉キャ
ンパスで開始，多くの学生に学習指導を実施している。
このように，留学準備教育としての，留学制度の理解と準備の仕
方，語学力の向上，危機管理，留学の意味と将来の仕事観，帰国後
の振り返りなど，体系的な授業の配置が整いつつあり，熱心に取り
組む学生が増加している。2016年度の春期語学研修参加者のアン
ケートでは，60%近くの学生がより長期の留学に参加したいと回答し
ている。

　留学準備教育とし
て，留学制度の理解と
準備の仕方，語学力の
向上，危機管理，留学
の意味と将来の仕事
観，帰国後の振り返り
など，体系的な授業の
配置が整いつつあり，
熱心に取り組む学生が
増加している。
　超短期語学研修プロ
グラムの充実に伴い，
より長期の留学に結び
ついている。

　留学準備教育と留学
体験はグローバル人材
育成に非常に効果的で
あり，その内容をなお
一層充実させ，幅広い
角度から授業を提供し
ていく必要がある。語
学研修と言う枠組みに
とらわれない，プログ
ラム内容の見直しを検
討する時期である。
　一方で学部プログラ
ムも含め，プログラム
数が増え，差別化が難
しくなっていることや
プログラムの選択が難
しくなっていることも
考えられ，催行できな
いプログラムも散見さ
れる。

　留学の効果は長期留
学への結びつきで確認
されており，さらに学
生の関心を引き付ける
ためにはプログラム内
容の多様化を進めるこ
とが必要である。
帰国後に留学経験を活
かすための授業や経験
のシェアの機会を提供
する授業と体制をより
充実させ，キャンパス
全体の国際化を推進す
ると同時に，留学を就
職やキャリア形成につ
ながるようサポートす
る内容の授業を増や
す。

　グローバル人材育成
支援制度による政治経
済学部グローバル人材
育成の成果を全学に広
報し，ＦＤやＳＤなど
を通して学部間の温度
差を少なくし，全学的
な取り組みとして波及
させていく。学部独自
に実施しているプログ
ラムを客観的かつ総合
的に評価し，大学とし
てどの方向で拡充して
いくのかメリットを集
積することを検討す
る。
　拡大させてきた短期
プログラムについて，
催行が出来ていないも
のについては整理を行
う。

　留学準備やグローバ
ル人材育成に関する科
目の内容をさらに充実
させ，遠隔授業などの
システムを駆使して，
どのキャンパスの学生
も体系的に履修しやす
くする。大学としての
内部評価に基づいて，
学生にとってメリット
の大きいプログラムの
企画，実施について協
定校と共同する方法を
検討する。
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 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ４ 教育内容・方法・成果   ２. 教育課程・教育内容

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）海外留学に対する危機管理体制
a 海外留学学生の安全確保 ＜学生の海外留学における危機管理体制＞

　長期・短期の海外留学プログラムの増加を踏まえ，大学としての
危機管理の基本方針を次の４点定めている。第１に， 研修参加学生
に危機管理に関する事前教育を行い，意識を高めるとともに，緊急
時においても冷静に行動できるよう指導すること，第２に，研修先
に現地コーディネーターを設置し，可能な限り24時間対応可能な緊
急電話番号等の連絡先を設け，本学側も24時間連絡の取れる体制を
敷くこと，第３に，全学生が本学指定の海外旅行保険に加入するこ
と，第4に，危機管理サービスを委託し，学生が事件事故に巻き込ま
れた場合の初期対応を実施することである。緊急時のための危機管
理マニュアルを国際教育センターにて作成し，学部等関係部署に配
付している。交換留学派遣学生も短期海外研修参加学生と同様に，
留学中の健康・体調面の相談や病気・ケガ・盗難等の事故に24時間
365日対応できるよう，本学指定の海外旅行保険に付帯した留学生危
機管理サービスに加入している。学生からの連絡はすべて本学に連
絡・報告があり，年間を通じて危機管理会社と連携し，国際教育事
務室にて学生へのフォローアップをしている。
　また，2015年度春期海外研修から一部のプログラムにおいて，海
外渡航者本人の安否確認及び位置情報の把握が行える危機管理シス
テムを導入している。

　危機管理に関する事
前研修をしっかりと
行っており，マニュア
ルも周知徹底している
ため，これまで大きな
事故などは発生してい
ない。出発前の事前準
備に始まり，留学先で
の生活上の注意点，緊
急避難と言った内容の
事前研修を実施した。

　途上国なども含めて
学生の派遣先が多様化
してくると，安全性の
確認が難しくなってく
ることも考えられる。
現在問題がある訳では
ないが，情報収集を的
確に行っていかねばな
らない。また，英語圏
以外の留学の場合の言
語対応についても体制
を整備しておく必要が
ある。
　派遣学生が増加して
いることに伴い，万が
一の事態が発生するリ
スクが高まっており，
緊急事態が発生した場
合に備えた全学での危
機対応マニュアルの見
直し及び綿密かつ定期
的なシミュレーション
の実施を行う必要があ
る。

　2015年度に導入した
危機管理システムにつ
いて，運用実体の検証
を行い，今後の展開の
検討を行う。海外留学
経験者である学生の体
験を聴取し，さらに対
応の制度を上げてい
く。

　協定校の窓口となる
教職員と顔の分かる関
係を構築し，また協定
校の危機管理がどのよ
うになっているのかを
本学で把握する。これ
を外部の危機管理会社
等とすり合わせて危機
に備える。海外の拠点
事務所を活用して迅速
な対応が取れるように
する。
　短期・長期，また全
学・各学部と様々な海
外派遣プログラムが増
えていく中で，危機管
理体制については全学
共通認識を持って対応
できるように周知を徹
底するとともに危機模
擬体験を通して関係教
職員の訓練を定期的に
行う。

　危機管理は重要な教
育の一環であり，これ
も一つの文化学習とし
て教育的に位置付け
る。事前学習というだ
けでなく，体系的なカ
リキュラムの中にしっ
かりと組み込んだ危機
管理教育を検討する。
英語以外の言語も学内
ネットワークを活用し
た対応の在り方も検討
していく。学生の安否
確認等については携帯
電話のGPS等を利用し
て所在確認などを行う
方向で検討する。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ４ 教育内容・方法・成果   ３.教育方法

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）教育方法及び学習方法は適切か
教育目標や教育課程の編成・実施方針と授業形態（講義科目，演習科目，実験実習科目，校外学習科目等）との整合性

a ◎当該付属機関の教育目標を達成するため
に必要となる授業の形態を明らかにしてい
ること
【約８００字】

　語学力強化プログラム及び海外インターンシップのための科目に
ついては，海外における実習，集中形式による授業を実施し，地域
理解に関する科目については，本学において講義形式及びアセアン
センターからの遠隔授業として実施している。海外実習科目は，外
部専門業者の協力を得ることにより実施しているが，外部に委託す
るのみではなく，渡航前の事前学習及び実習後の事後講義の実施に
よって実習を効果的に行い学習成果の定着が図れるようもに設計し
ている。

　海外における実習，
集中形式の授業におい
ては，語学力強化と異
文化体験プログラム，
就業実習と実践的語学
力強化と言ったような
授業を実施することで
より実践的なものと
なっている。本学にお
ける講義については，
当該地域に関する専門
家を招いてのオムニバ
ス授業やアセアンセン
ターと遠隔授業を実施
することで，本学にい
ながら，より深く地域
理解を図ると同時に海
外における実習授業等
への動機付けとなって
いる。

　全学共通科目であり
ながら，複数のキャン
パスで共通の科目とし
て開講が出来ておら
ず，学生の履修に不便
が生じている。

　海外における実習，
集中形式による語学力
強化プログラム及び海
外インターンシップ科
目については，事前・
事後学習を適切に実
施，より実習先におけ
る授業の教育効果を高
めていく。

　各キャンパスにおけ
る履修希望学生数の状
況を注視しつつ，他
キャンパスにおける開
講を検討する。

　４キャンパスでの開
講は人材，経費，日程
などから厳しいが，遠
隔教育システムの利用
を検討し，希望する学
生全員が平等に機会を
得ることができるシス
テム構築を検討する。

学生の主体的参加を促す授業方法（学習支援，ＴＡの採用，授業方法の工夫等）

e ●学生の主体的な学びを促す教育（授業及
び授業時間外の学習）を行っているか。
【なし～８００字】

　学生のための「日本語・日本事情」及び「留学生共通日本語」
（2012年度まで「学部間共通外国語・日本語科目」として開講）の
うち，「日本語１～８」の教育方法は，10～15名の少人数クラス編
成で，日本語７及び８を除き，３名の担当者によるチームティーチ
ングによる総合学習であり，日本語力が十分ではない交換留学生及
び英語コース留学生等にとって質・量ともに充実した内容となって
いる。初級の授業では週２日，中級の授業では週３日の午前中を
使って集中的に幅広い内容の日本語学習を行っている。複数開講科
目では同一教科書を使用，共通試験を実施しているほか，来日前と
来日後に「日本語教育センター」で独自に開発した「日本語ＷＥＢ
テスト」の受験を義務づけ，習熟度別クラス編成に利用している。
「日本語（口頭表現）」では，「口頭発表会」を実施し，学習成果
を確認する場となっている。授業の中では日本人学生のサポーター
２，３名がディスカッションやインタビュー相手として授業に参加
している。発表会の模様はビデオ録画しており，後の履修者の参考
資料として利用している。「日本語（文章表現）」では，学生が執
筆した文章を取りまとめ，「作文集」として配付している。。ま
た，授業担当者全員が，レベル別・クラス別で情報共有するメーリ
ングリストを活用し，学生の日々の学習状況を関係者が把握してい
るほか，各授業で使用したワークシートの自作教材を共有し，適切
なフィードバックを行っている。2015年度からはフィールドワーク
を授業の中に組み込み，実社会の中で日本語学習を行う機会を設け
ている。

　学生の意欲を高める
ため，ガイダンス等に
おいて進級方法につい
て周知する方法を検討
する。日本語能力判定
用のWEBテストについ
ては，問題数を増や
し，交換留学生の増加
に対応しつつきめ細や
かな指導が行えるよう
更なる改定を進める。

　年２回実施されてい
る「留学生共通日本
語」の授業担当者会議
等の場を利用して，
「日本語（総合）」以
外の科目についても自
然なレベル進級となる
よう協議をしていく。
　また，多様化してい
る学生の学力とニーズ
に沿った科目設置につ
いても検討を進める。

　学部の必修及び選択
科目として設置されて
いる「日本語・日本事
情」を運営する「教務
部」と，主として交換
留学生が履修できる
「留学生共通日本語」
を運営する「日本語教
育センター」におい
て，外国人留学生の増
加に伴う授業計画策定
上の課題を検討し，よ
り学生の学力に合った
教育となるようフレキ
シブルな体制を整備す
る。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価

　中級の授業では週３
日の午前中を使って集
中的に幅広い内容の日
本語を学習することに
より，学習効果が上が
り，飛び級をする留学
生もいるほどである。
日本語能力判定用のＷ
ＥＢテストを導入した
ことにより，より適切
なクラス分けができ，
授業開始後にクラス変
更を希望する学生が
減っている。
　「口頭表現」の授業
では日本人学生のサ
ポーターが参加するこ
とにより，留学生に
とっては学習成果を確
認する場となり，また
日本人学生にとっても
国際的な視野を養う場
となっている。
　「作文集」も学生が
学習成果を実感できる
ものとして有効に機能
している。

「日本語（総合）」
は，「留学生共通日本
語」コーディネーター
のもとで教科書の選定
などを行い，無理のな
い自然なレベル進級を
計画しているが，その
他の科目については各
担当教員に委ねてお
り，学期開始後に調整
が必要になる場合があ
る。授業開始直後の混
乱をできる限り回避す
るため，事前に調整す
る必要がある。
　また，受入留学生の
多様化が進み，学力や
要求の差が大きくなっ
てきているが，それら
に対応した授業設置が
できていない。
「口頭発表会」の実施
は担当教員の裁量に委
ねられている。フィー
ルドワークは事前・事
後学習と組み合わせる
ことで，活きた日本語
を学ぶ場として効果が
高いが，時間及び予算
の制約により，選択で
きるフィールドが限ら
れている。

発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ４ 教育内容・方法・成果   ３.教育方法

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか

a ◎授業の目的，到達目標，授業内容・方
法，1年間の授業計画，成績評価方法・基
準等を明らかにしたシラバスを，統一した
書式を用いて作成し，かつ，学生があらか
じめこれを知ることができる状態にしてい
ること。
【約３００字】

グローバル人材育成プログラム科目及び日本ＡＳＥＡＮ相互理解プ
ログラム科目ともに2012年度の開設当初からプログラムごとにシラ
バスを作成し学生に周知している。2014年度からは，他の国際関係
プログラム科目も併せて「GLOBAL NAVI」として発行し，大学が開設
しているプログラム全体が理解出来るよう配慮して発行している。
また，「留学生共通日本語」科目においても同様に統一書式を用い
て作成がなされ，かつ能力に応じたクラス分け方法及びグレードの
進み方が明記され，学習進度が分かるように配慮がされている。

　授業開講年度より統
一書式を用いたシラバ
スを作成し，学生の授
業履修のために情報提
供を行っている。ま
た，2014年度からは，
グローバル人材育成に
関する科目を合本した
「GLOBAL NAVI」を作
成したことで，大学が
開設しているプログラ
ム概要が把握しやすく
なっている。
　留学生共通日本語科
目について，日本語能
力の到達度に応じて，
確認すべきシラバスが
分冊されており，自ら
が履修可能な科目が分
かりやすく配慮されて
いる。

　「GLOBAL NAVI」の
内容に関して，学生が
全学プログラム（科
目）のみならず，自学
部及び他学部の参加可
能なプログラム（科
目）の情報によりアク
セスしやすいように，
内容の充実及び改善を
検討する。

b ●シラバスと授業方法・内容は整合してい
るか（整合性，シラバスの到達目標の達成
度の調査，学習実態の把握）。
【約４００字】

シラバス作成に際して，統一したフォーマットでの記載が徹底され
ており，記述内容は具体的に分かりやすくなっている。シラバスと
授業方法・内容の整合性について，海外における実習科目は，事後
学習の一環として，独自にアンケートを実施し，プログラム内容
（シラバス内容）の検証を行っている。一方で，講義科目は，全学
共通の授業改善のためのアンケートを実施しているのみであるが，
その実施については，担当教員（コーディネータ）の判断に任され
ている。
「留学生共通日本語」科目においては，授業改善アンケートの実施
を進めている他，毎学期末に実施されている授業担当者会議におい
て，授業実施状況や学生の学習実態の報告を行っている。

　海外における実習科
目のプログラム内容
（シラバス内容）の検
証については，毎回参
加学生にアンケートの
提出を義務付け，プロ
グラム内容の検証及び
改善に役立てている
他，参加学生自身にも
目標到達の自己評価を
させることで，シラバ
スに記載している到達
目標の達成度の指標と
している。

　講義科目について，
シラバス内容と実際の
授業内容の整合性確認
に関する取り組みは本
人の判断に任されてい
るため，実質化されて
いない。

　講義科目について，
授業改善のためのアン
ケートの実施を義務付
ける等，シラバスと整
合性が取れているか
チェックする仕組みを
構築する。

c ●単位制の趣旨に照らし，学生の学修が行
われるシラバスとなるよう，また，シラバ
スに基づいた授業を展開するため，明確な
責任体制のもと，恒常的にかつ適切に検証
を行い，改善につなげているか。
【約４００字】

前述のとおり，シラバス作成に際して，全学で統一されたフォー
マットでの記載が徹底されている。一方で，シラバスに基づいた授
業展開を行っているか否かは授業担当者（授業コーディネータ）に
任されており，明確な責任体制に基づいた検証が行えてはいない。
また，授業改善活動についても，アンケートを実施している科目に
ついては，その内容に基づき，改善活動は行ってはいるが，組織的
に改善活動に取り組む体制の構築は出来ていない。
「留学生共通日本語」科目においては，総合科目についてはコー
ディネータ教員が，目的別科目においては担当教員がシラバス原案
を作成しているが，最終的に日本語教育センターの基に取りまとめ
て，作成がなされ，授業実施の検証についても，メーリングリスト
を活用した授業報告，学期末の担当者会等を通じて実施している。

　全学で統一された
フォーマットでのシラ
バスの記載が徹底され
ているため，シラバス
作成に関しては記述上
の不足がほとんどない
状態である。
「留学生共通日本語」
については，日本語教
育センターの基で，各
授業の情報共有と課題
のフォローアップが適
切になされる仕組みが
構築されている。

　シラバスに基づいた
授業展開がなされてい
るか，組織的に検証を
行う体制が構築出来て
いないため，授業改善
の取組みが授業担当者
（コーディネータ）の
判断に委ねられてし
まっている。

　シラバスに基づいた
授業実施がなされてい
るか否かを検証する体
制及び仕組みを構築す
る。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ４ 教育内容・方法・成果   ３.教育方法

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか

a ◎授業科目の内容，形態等を考慮し，単位
制度の趣旨に沿って単位を設定しているこ
と。（成績基準の明示，授業外に必要な学
習内容の明示，ミニマム基準の設定等，
（研究科）修士・博士学位請求論文の審査
体制）
【約４００字】

　単位数については大学設置基準に則り，学則に定められた，1科目
あたりの単位数を適切に設定している。各科目とも，成績評価方法
については具体的にシラバスに明示して，成績評価を行っている。
また，講義科目については準備学習の内容についても記述を行うよ
う配慮がなされ，実習科目については，実際の研修の前後に実施す
る事前・事後学習についてもシラバスへの記載がなされている。

　シラバスの記載され
ている授業内容，成績
評価の方法等に基づ
き，学生は授業選択が
出来ている。

　既存プログラムの改
定及び新規プログラム
設定の際には，その学
修効果に基づき，適切
な授業内容・形態であ
るか，単位設定は妥当
かを検討の上で，運用
を図っていく。

（４）教育成果について定期的な検証を行い，その結果を教育課程や教育内容・方法の改善（授業に関わるＦＤ活動）に結びつけているか

a ◎教育内容・方法等の改善を図ることを目
的とした，組織的な研修・研究の機会を設
けていること。
【約８００字】

＜全学共通教育科目の授業改善の取組み＞
「留学生共通日本語」では，授業担当者会議を学期終了時に年２回
開催し，授業の改善や次学期への取組み・クラス編成についてなど
を協議している。担当者によるチームティーチングを行っているた
め，毎回授業後にメーリングリストを利用し授業内容や問題につい
て担当者全員が共有し，授業改善策について検討している。「日本
語１～５（口頭表現）」では，2011年までの授業実績を基に共通教
科書を開発，内２冊については出版し，複数開講クラスにおける教
育内容の標準化を図っている。
　また，学外の日本語教育に関する講習会等をメーリングリストで
共有し，参加を促進している。

　「留学生共通日本
語」受講希望者に対し
て，「日本語教育セン
ター」が独自に開発し
た「日本語ＷＥＢテス
ト」の受験を義務づけ
ることで，履修者のレ
ベルに応じた習熟度別
クラス編成を可能にす
ると同時に，「授業担
当者会議」や毎回授業
後行うメーリングリス
トを利用した担当教員
間の「授業報告」で常
時，教育内容を確認し
ている。担当者間で授
業内容を共有し，授業
改善につなげている。

　独自のＦＤ活動を実
施していないため，外
部講師等を招聘し，定
期的に講演会・勉強会
等を行う手当が必要で
ある。

　担当者会議及びメー
リングリストに加え，
クラス担当者同士がよ
り授業改善について話
しやすい場を作り，適
宜授業改善へつなげら
れるように整備する。

b ●授業アンケートを活用して教育課程や教
育内容・方法を改善しているか。
【約４００字】

実施していない。

c ●教育内容・方法等の改善を図るための責
任主体・組織，権限，手続プロセスを適切
に機能させ，改善につなげているか
【約４００字】

「留学生共通日本語」では，日本語教育センター長を責任者とし
て，日本語教育学専門教員である日本語教育副センター長と授業
コーディネーターの下，事務局も加わったメーリングリストによる
毎回の授業管理や，年２回の授業担当者会議の実施により，組織的
に授業改善策について検討している。問題や課題が出てきた際の対
応系統が明確になり，問題解決のスピードが上がった。
また，2014年度より全学フォームに基づく，授業改善のためのアン
ケートを日本語目的別科目においては実施をお願いしており，その
結果を次学期の授業改善に役立ててもらっている。

　問題や課題が出てき
た際の対応系統が明確
になり，問題解決のス
ピードが上がった。

　留学生増加に伴い，
授業担当教員を増員し
たため，横の連携方法
について検討する。
　授業改善アンケート
については，現時点で
は個人レベルでの利用
に任されている。

　授業やクラスで起き
た問題に対して，より
早く対応できるように
し，学生が安心して適
切なレベルで学習でき
るように組織的にサ
ポートする。

　同科目異レベルの授
業を担当する教員同士
の情報共有が，組織的
にできるようにし，学
生がよりスムーズに進
級できるようにする。
　授業改善アンケート
結果について，日本語
教育センターとして，
その内容の精査を行
い，ＦＤに結びつけた
い。

　「留学生共通日本
語」の授業担当者が，
授業期間中に適宜議論
検討ができ，教材開発
ができる場所を確保し
たい。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ４ 教育内容・方法・成果   ４. 成　果

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか

a ●課程修了時における学生の学習成果を測
定するための評価指標を開発し，適切に成
果を測るよう努めているか。
【なし～４００字程度】

「留学生共通日本語」においては，科目履修開始時に受験を課して
いる日本語能力判定用ＷＥＢテストを次学期に上のレベルの科目を
履修する前にも受験させている。このことにより，学生の学習成果
を客観的な評価で測ることができている。

　同一システムによる
試験を各学期の授業開
始前に受験するため，
複数学期にわたって
「留学生共通日本語」
を履修する学生につい
て，客観的な指標によ
り学習効果の測定を行
えている。

　ＷＥＢテスト受験の
時間的負担を減らしな
がら，精度の高いレベ
ルチェックができるよ
う，判定精度の高い設
問は何かを検討する必
要がある。
　2014年度に実施した
WEBテストの改修によ
り問題数を増やすこと
ができ，複数回受験の
学生がいても同一問題
の出題による不公平を
生じないシステム作り
を進めたが，実際の試
験結果の検証を行い，
問題構成の再検討を行
う必要がある。

　定期的にＷＥＢテス
トを改修し，より適切
な評価につながるよう
に整備する。

　これまでの実施結果
から，判定制度の高い
設問を検討し，現状の
システムの中で精度の
高い問題群が効率よく
判定に作用するよう出
題形式について改善を
行う。

　短時間で確実にレベ
ルが判定できるよう，
判定精度の高い問題を
順次出題できる形に改
修を進める。

b ●学位授与にあたって重要な科目（基礎
的・専門的知識を総合的に活かして学習の
最終成果とする科目，卒業論文や演習科目
など）の実施状況。
●学位授与率，修業年限内卒業率の状況。
●卒業生の進路実績と教育目標（人材像）
の整合性があるか。
●学習成果の「見える化」（アンケート，
ポートフォリオ等）に留意しているか。
【約８００字】

該当なし

c ●学生の自己評価，卒業後の評価（就職先
の評価，卒業生評価）を実施しているか
【約４００字～６００字】

該当なし

（２）学位授与（卒業・修了判定）は適切に行われているか

a ◎卒業・修了の要件を明確にし，履修要項
等によってあらかじめ学生に明示している
こと。
◎学位授与にあたり論文の審査を行う場合
にあっては，学位に求める水準を満たす論
文であるか否かを審査する基準（学位論文
審査基準）を，あらかじめ学生に明示する
こと。
【約２００字】

該当なし

b ●学位授与にあたり，明確な責任体制のも
と，明文化された手続きに従って，学位を
授与しているか。
【約６００字】

該当なし

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ５ 学生の受け入れ　

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）学生の受け入れ方針を明示しているか
求める学生像の明示及び当該課程に入学するに当たり修得しておくべき知識等の内容・水準の明示及び社会への公表

a ◎理念・目的，教育目標を踏まえ，求める
学生像や，修得しておくべき知識等の内
容・水準等を明らかにした学生の受け入れ
方針を定めていること。
◎公的な刊行物，ホームページ等によっ
て，学生の受け入れ方針を，受験生を含む
社会一般に公表していること。
【約４００字】

　各学部・研究科では３ポリシーを定め，ホームページ等により公
表を行っている他，外国人留学生入学試験募集要項において，受入
方針を示している。また，『外国人留学生のためのガイドブック』
において，建学の理念である「権利自由，独立自治」と，本学の使
命として「世界へー『個』を強め，世界をつなぎ，未来へー知の創
造と人材の育成を通し，自由で平和，豊かな社会を実現する」こと
を伝えている。応募学生は，ホームページから日本語版と英語版の
ＰＤＦファイルを閲覧することができる。

障がいのある学生の受け入れ方針と対応

b ●該当する事項があれば説明する【約２０
０字】

特に該当する事項無し。

（２）学生の受け入れ方針に基づき，適切に学生募集及び入学者選抜を行っているか
a ●学生の受け入れ方針と学生募集，入学者

選抜の実施方法は整合性が取れているか。
（公正かつ適切に学生募集及び入学者選抜
を行っているか，必要な規定，組織，責任
体制等の整備しているか）
【約４００字】

○ 国外からの留学生の受入れ，募集活動
　国外からの外国人留学生の募集に力を入れており，「2015年度国
際連携機構長期・中期計画書」では，優秀な学生の直接受入れ及び
戦略的なリクルートを進めるとしており，ＪＡＳＳＯやＧ３０推進
事務局が主体となって開催されている留学フェア等との連携を図
り，対象地域と開催時期を考慮し，各学部・研究科とも連携のうえ
参加を計画している。また，外部機関主催フェアへの参加のみなら
ず，受入れ拡大が期待される欧州の主要都市において本学独自の留
学フェアを開催することも検討するとしている。これを踏まえ，海
外へ本学概要や外国人留学生入試制度の説明及び短期プログラムの
紹介を行うべく，日本学生支援機構，Ｇ30推進事務局，ＪＩＣＡ日
本センター等が主催する留学フェアに出展している。国内リクルー
トでは，日本語学校への広報活動として，2015年度入試版を広報課
が作成している外部渉外用「明治大学総合案内」との合冊とし，装
丁の向上，また多言語対応とさせることでより留学希望者に強く訴
求できる冊子に改良した。

　グローバル30により
構築した５つの英語学
位コースの設置，イン
ターナショナルハウス
の整備，協定校の拡
充，授業料減免制度の
戦略的転換，給付型奨
学金の充実等を行い，
外国人留学生比率は
2008年度の2.5％か
ら，2016年度には
5.7％と倍増した。ま
た，学部・大学院にお
ける英語コース設置に
より優秀層へのアプ
ローチが可能になり，
「明治大学グローバル
選抜助成金制度」によ
る渡日前奨学金の活用
により国際的名門大学
を目指す応募者の獲得
にも競争力を増してい
る。

　今後，どのような英
語学位コースを設置し
ていくかの議論が求め
られる。例えば，ＩＳ
ＡＳ提言にあるような
ビジネス，商学，政治
学，経済学の分野で英
語コースを増やすため
には，学部の枠を超え
たコースの設置も視野
に入れるべきである。
海外の学生が日本の大
学に求めているコース
内容がしっかりと掴め
ていない。

　ＳＧＵ調書に書かれ
たように，社会学系大
学で，複数の英語学位
コースの設置を目指す
ことになっており，系
列法人である国際大学
との連携を図る計画に
なっている。外国人留
学生比率の増加を更に
押し上げるために，海
外の学生が明治大学に
求めているコース等需
要の調査を進める。

　すでにマレーシア工
科大学院（ＵＴＭ)と
ダブル・ディグリー・
プログラムを経営学研
究科が立ち上げている
が，専門職大学院グ
ローバル・ビジネス研
究科等と連携し，既存
のＡＳＥＡＮコンソー
シアムの大学とダブ
ル・ディグリー，ジョ
イント・ディグリーな
どの共同学位の設置を
推進していくことに
なっている。実質的か
つ量的な学生交流をさ
らに展開していくため
には教育支援の必要な
開発途上国政府及び日
系進出企業との連携に
よる学部学生のための
英語コースの設置を検
討する。

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。

 ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ６ 学生支援

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）学生が学修に専念し，安定した学生生活を送ることができるよう学生支援に関する方針を明確に定めているか

a ●修学支援，進路支援に関する方針を，理
念・目的，入学者の傾向等の特性を踏まえ
ながら定めているか。また，その方針を教
職員で共有しているか。
【約２００字】

留学生獲得については，国内外での進学説明会・留学フェア及び日
本語教育機関における個別進学説明会を通じて本学の魅力を説明し
リクルート活動を行った。（国内25回，国外17回）
留学生に対する経済的支援制度に関し，授業料補助制度において
2013年度より学業成績に応じ補助率を変更するシステムを導入し，
留学生の学習意欲を高めた。
また，奨学金制度の見直しを行い，海外から優秀な留学生を獲得す
べく，2015年度入学希望者を対象として，入学前に採用通知が行え
る新たな助成制度の整備を行った。
留学生の留学目的のひとつにも挙げられる日本での就職に関して
は，就職キャリア支援部が提供する留学生向けキャリア支援プログ
ラムにつながる低学年向けのプログラムを整備し運用している。
修学支援，進路支援等の方針については，国際教育センターにおい
て素案をたて，国際連携本部執行部会議及び国際連携運営会議にお
いて，確認を行っている。
外国人留学生に対する各種支援の企画・運用・改善について専ら担
当する国際教育センター副センター長を指名し，同副センター長及
び各種支援毎の事務職員が連絡を密にしつつ協働するする体制が
整っている。

（２）学生への修学支援は適切に行われているか

a ●方針に沿って，修学支援のための仕組み
や組織体制を整備し，適切に運用している
か。
　○留年者，休退学者の状況把握と対応
　○障がいのある学生に対する対応
　○外国人留学生に対する対応
　○学生支援（補習・補充教育に関する支
援など）の適切性の確認
【約４００字～８００字程度】

＜外国人留学生への修学支援及び経済的支
援＞

本学で学ぶ留学生に対する経済的支援策の一環として「明治大学私
費外国人留学生第１種奨学金」，「授業料補助制度」を整備してい
る。
外国人留学生の学習・研究成果の向上や生活環境への適応を支援す
るため，国際教育センターが，本学大学院生を採用しチューター業
務を委嘱しており，外国人学生の学習面・生活面を支援する体制を
整えている。
日本人学生及び外国人留学生の交流の場として，国際連携機構が全
てのキャンパスに「国際交流ラウンジ」を設置し，ＴＡによる留学
生の課題レポート作成や日本語学習のサポートを行っている他，外
国人留学生と日本人学生とで構成されるボランティア団体「キャン
パスメイト」よる交流行事の開催のための場を提供している。加え
て，2015年度から本学のＯＢ（シニア・アドバイザー）により，生
田キャンパスを除く３キャンパスにおいて留学生アドバイジング活
動を開始し，日常生活，友人関係，進路，就職等に関する留学生か
らの相談に応じている。
日本企業に就職を希望する留学生，そしてそのような留学生を採用
する企業の増加に対応し，留学生向けの就職支援行事を充実させ，
日本企業との橋渡しをすることにより，留学生の就職機会に繋げて
いる。
これらの「入口」から「出口」まで行き届いた留学生への総合的な
支援体制によって安定した学習・研究環境を提供しており，外国人
留学生の学習支援や生活支援として効果を上げている。

　『日本留学AWARDS』
は一般財団法人日本語
教育振興協会の会員校
の「学生に勧めたいか
否か」視点に投票をさ
れたものであり，その
中で，カリキュラムの
充実度や留学生サポー
トについて，推薦理由
として挙げられてい
る。

　全４キャンパスにお
ける相談体制や学生の
主体的な国際交流活動
をサポートする体制の
充実が望まれる。特に
留学生から指摘される
学習上，生活上の問題
にスムーズに対応でき
る部局間協力体制の充
実が必要である。
　国際交流ラウンジに
ついて，訪れる外国人
留学生及び日本人学生
数が限られており，学
生交流の場として活発
に機能しているとは言
い難い状況にある。

　活用可能な資源が限
られている中で，今後
も可能な限り留学生サ
ポート体制が持続でき
るよう，関連する部局
間協力の体制整備を進
める。

　各学部・研究科に対
して国際交流ラウンジ
の広報を継続して行
う。
　国際教育センターに
おいて，国際交流ラウ
ンジで実施するイベン
トの年間スケジュール
を策定し，運用してい
く。
　留学生の相談窓口の
新たな体制を立ち上げ
る。

　「キャンパスメイ
ト」等学生団体との連
携を深め，「学生によ
る学生支援制度」の構
築に向け環境整備を進
める。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ６ 学生支援

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

＜教育の国際化に資する新たな経済支援＞ ＜教育の国際化に資する新たな経済支援＞
　本学が海外から優秀な留学生を獲得できるよう，以下の制度を整
備した。これにより，地域や獲得したい人材など，より戦略的なリ
クルートが可能となる。
　私費外国人留学生特別助成金は，外国人留学生入試にかかる広報
活動の際に本助成制度を広報し，優秀な留学生入試志願者の獲得す
るため，優秀な留学生の増加を積極的に進めようと何らかの計画や
対策を行なっている学部・学科・研究科・専攻の留学生入学試験制
度を経て入学した留学生の中から若干名を選抜し，入学後に授業料
の年額又は２分の１相当額を助成金として給付する。2016年度につ
いては７名（学費全額補助1名，半額補助6名）を採用した。
　グローバル選抜助成金は，本学が政策的に優秀な留学生を獲得し
たい外国・地域の特に優秀であるが経済的理由により本学への留学
が困難な者に対し,検定料，及び学費の全額又は半額，並びに生活費
や渡日・帰国旅費を給付する。2016年度については３名（学費全額
補助3名，半額補助0名）を採用した。

　「明治大学私費外国
人留学生特別助成金」
及び「明治大学グロー
バル選抜助成金」の新
設により，渡日前にお
ける留学生リクルート
について有効なツール
ができたと同時に，よ
り多くの留学生に対し
経済的支援を提供する
体制が整った。

　2015年度入学者から
運用を開始し，今後は
入学者の学業状況等を
追跡する等，実施効果
の測定を行っていく。

　国外の留学フェア等
の機会を捉え広報を行
うとともに現地の明治
大学校友会や厳選した
高校への訪問交流を通
じて更なる情報発信を
行う。
　既存の奨学金制度に
ついては，予算に応じ
弾力的に，且つ学生の
学業の達成度を踏まえ
て運用できる制度への
リフォームを検討す
る。

　明治大学校友会と連
携し，卒業生のいる国
を調査し，校友会の設
立を働きかけてもら
う。校友会の存在する
ところでは諸奨学金を
始め大学関連の情報を
提供できる体制づくり
を進める。
　2019年度以降の第二
期助成計画策定に向け
て，制度設計の見直し
を図る。

＜難民や新興国出身学生への修学支援＞ 2010年５月，ラオス人民民主共和国（以下「ラオス国」）ブアソー
ン首相の本学訪問時に同国からの留学生の受入れについて基本合意
したことに基づき，ラオス国政府派遣留学生への奨学金事業「グ
ローバルコモン・ラオスプログラム」を創設し，2012年度から専門
職大学院ガバナンス研究科で学生を受け入れている。学生に対して
は学費を免除するとともに生活費・渡航費を支給することで，経済
面での懸念なく修学できるよう配慮している。2014年度２名，2015
年度１名，2016年度２名の計５名の修了生を輩出するとともに，
2015年度入学生２名が学んでいる。

　本プログラムは2014
年度事業（2015年４月
入学者分）をもって終
了したが，受け皿とし
て「明治大学グローバ
ル選抜助成金」制度を
利用して，引き続き，
優秀な学生の受入を行
う。

　「明治大学グローバ
ル選抜助成金」制度に
ついて，応募要件が厳
しく，毎年度採用枠を
残している。

　経済的に修学が困難
な私費外国人留学生の
受け皿として，内容を
見直しながらも制度は
継続していく。

　募集している枠を充
足できない現状を鑑
み，募集条件の変更及
び募集人員等の見直し
た上で運用を行う。

　本学の留学生獲得の
ための戦略的地域に進
出している日系企業と
の連携で生活費・渡航
費の全額あるいは一部
を奨学金として支援し
てもらえるような協力
体制を検討する。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ６ 学生支援

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

＜奨学金等の経済的支援の適切性と検証状
況＞

海外留学，海外学生派遣に関する経済的支援について，本学では
「国際的に通用する多彩な個の育成」を教育目標の一つに掲げ，短
期海外プログラム等の多数の海外留学の仕組みを有し，協定留学，
認定留学を促している。これら海外留学する日本人学生を支援する
ために「外国留学奨励助成金」制度を設けており，2016年度には168
名に助成している。
この他に，海外留学する学生及び外国人学生の受入れプログラムに
ついて，日本学生支援機構による「留学生交流支援制度」に申請し
ており，2016年度は，ケンブリッジ大学夏期法学研修（法学部），
フレンチファッションプログラム（商学部），留学促進プログラム
春期・夏期派遣プログラム（政治経済学部），大学間協定に基づく
交換留学生受け入れプログラム等，合計41プログラムが採択され，
435名が助成を受けて海外での教育プログラムに参加し，また252名
の海外の学生が本学の教育プログラムに参加している。これら海外
交流に関わる経済的支援の競争と改善については，国際連携部が検
証主体となって前年度申請プログラムの採択，不採択の状況等を検
証し，新規プログラムの申請や再申請の検討を行っている。

　留学を希望する学生
の数が増えている中，
予算の削減がなされて
おり，各学生に当初予
定している助成額の支
給ができていないばか
りか申請者全員に支給
が行えていない。

　トビタテ留学JAPAN
のような学外の競争的
な奨学金申請について
は，申請書の書き方の
アドバイス，ガイダン
スなど，大学によるサ
ポート体制の充実を図
る。

　海外留学促進のため
の助成金への予算要求
を行うことと併せ，安
定的な財源確保のた
め，例えば，実習費の
ような形で，財源を恒
久的に確保することを
検討すべきと思われ
る。

　国際連携部が中心と
なり過年度の実績に基
づいた適切な人数の算
出方法や優秀プログラ
ムの運営方法の共有を
図る。

　外国留学奨励助成金
の利用により，従来の
認定校への留学者が，
2013年度は32名，2014
年度は52名，2015年度
は12名，2016年度は37
名となっている。
　助成金の受給者全体
としては，168名と
なっており，セメス
ター単位での留学者の
増加を促しているとい
える。
また，文部科学省の
「官民協働海外留学支
援制度～トビタテ！留
学JAPAN日本代表プロ
グラム～」では，学生
が申請書を作成し，採
択された学生が奨学金
を受給する仕組みであ
るが，国際連携機構で
は，大学独自のガイダ
ンスを行い，申請書の
作成について，アドバ
イスを行う体制をとっ
ている。それが功を奏
し，2016年度第６期ま
での採用者数で私立大
学で５番目の採用者数
となっている。(36
名）今後もこのような
サポート体制を充実さ
せ，本学学生の海外派
遣数増へとつなげる。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ６ 学生支援

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）学生の生活支援は適切に行われているか
●方針に沿って，修学支援のための仕組み
や組織体制を整備し，適切に運用している
か。
①　心身の健康保持・増進及び安全・衛生
への配慮
②　ハラスメント防止のための措置
【約４００字～８００字程度】

国際学生寮については，2017年度和泉インターナショナルハウス
（以下，和泉ＩＨ）に61室，狛江インターナショナルハウス（以
下，狛江ＩＨ）に35室，東京女子学生会館に38室，ＤＫハウス新小
岩に29室，ユニエミール明大前グローバルハウスに３室を確保して
いる。2016年度，和泉ＩＨは交換留学生用宿舎として常時満室に近
い稼働実績であった。狛江ＩＨは交換留学生が常時30室程度を使用
する一方，各学部・研究科が数週間から数か月受け入れる学生に対
して入居を認めるなど，多様な留学生に活用された。海外協定校か
らの留学生については，通学に便利な立地の宿舎を提供できてい
る。前年度に比べて交換留学生の利用者が増え，かつ空室がある場
合は短期利用者の入居を勧奨することで，施設が有効に利用され
た。
また，2015年度から狛江ＩＨにおいては，コミュニティ・コーディ
ネーター制度を導入し，留学生の生活サポートイベント実施等によ
る交流活動の支援を行う学生を配置し，活動を始めている。
和泉ＩＨ，狛江ＩＨ及びユニエミール明大前グローバルハウスにお
いては，入寮時にウェルカムパーティを開催し，入居者のコミュニ
ケーションと交流の促進を図っている。

　協定校からの留学生
については，通学に利
便な立地の宿舎を提供
できている。首都圏の
住宅事情を前提とすれ
ば，市場家賃よりはか
なり安価な賃料で良好
な住環境を提供してお
り，本学学生が協定校
留学する場合に受ける
便益に相応する支援を
提供できている。
　また，空室がある場
合は短期利用者の入居
を勧奨することで，施
設が有効に利用されて
いる。

　現状では，宿舎を提
供しているのは原則と
して協定校からの交換
留学生のみであり，今
後さらに留学生の増大
が見込まれる状況にお
いて，短期プログラム
や渡日前入試・英語ト
ラック等による留学で
来日する学生の初期
ニーズにも応える必要
があるが，十分に対応
できていない。
　海外協定校との学生
交流拡大に伴い専用宿
舎の居室数が不足した
ため，追加居室の確保
を行ったが，次年度以
降も居室数が不足する
と推測されるため，新
たな宿舎の確保等の対
応を検討することが喫
緊の課題である。

　今後協定校からの交
換留学生が増大し，さ
らに短期プログラム等
も夏期・春期休暇中に
実施されることが見込
まれる。この状況に対
応するため，既存の２
つのインターナショナ
ルハウスの有効活用を
行い，効果的に留学生
宿舎の供給を増やせる
よう改善を図る。さら
に，単に室数の供給だ
けに留まらず，入寮中
の体験や交流の質を高
めれるよう運営の改善
をはかる。
　主に２月，３月の交
換留学生等長期利用者
の入れ替わりの時期に
生じる空室を活用し，
短期滞在者の利用を更
に勧奨する。

　２つのインターナ
ショナルハウスが既に
満室であり，今後も恒
常的に満室に近い状態
となることを鑑み，緊
急避難的に東京女子学
生会館，ＤＫハウス，
ユニエミール明大前グ
ローバルハウス等に学
生用居室を一定数借り
上げることにより対応
する。加えて，中期的
には，借り上げ対象物
件の拡充や宿舎補助の
効果的な再編・実施な
どにより，留学生宿舎
の供給を安定的に増や
す。
　短期的には次期宿舎
選定にあたっては，民
間企業だけでなく公的
機関が保有する寮等も
視野に入れ，経済性を
十分考慮する。

　長期的には留学生宿
舎政策を再編し，日本
人学生との混住型宿舎
の設置，既存建築物改
修や管理運営の外部化
など市場リソースの有
効活用，借り上げ現物
支給型から認定物件家
賃補助型への移行など
を検討し，その実現を
はかっていく。

（４）学生の進路支援は適切に行われているか
◎学生の進路選択に関わるガイダンスを実
施するほか，キャリアセンター等の設置，
キャリア形成支援教育の実施等，組織的・
体系的な指導・助言に必要な体制を整備し
ていること。
【約４００字～８００字】

① 進路選択に関わる指導・ガイダンスの実施
就職キャリア支援部において，対象を留学生に特化し就職・進路ガ
イダンス，筆記試験対策講座，企業見学会といった機会を提供して
いる他，留学生を含む学生一人ひとりへの細やかなアドバイスを行
う個人面談に力を入れ，支援体制の充実を図っている。

② キャリア支援に関する組織体制の整備
上述支援に加え，主に学部１・２年生に在籍する留学生を対象とし
た「グローバルリーダー育成プログラム」を立ち上げ，早期より日
本企業に対する理解を得る機会を提供する。

　これまで主たる支援
対象となっていなかっ
た学部１・２年生に在
籍する留学生に対する
プログラムを立ち上げ
ることで，切れ目ない
就職支援体制を整備し
た。

　左記低学年向けプロ
グラムは，整備して間
もないこともあり，留
学生の間での認知度が
高いとは必ずしも言え
ない現状にある。プロ
グラムの拡充を図ると
ともに，より広範な広
報活動が必要である。

　企業ニーズを踏まえ
たより実践的なプログ
ラムを実施し，学生の
利便性を高める。

　ホームページや紙媒
体の活用，就職キャリ
ア支援部との協力によ
り，プログラム広報を
強化する。

　ホームページや紙媒
体の活用，就職キャリ
ア支援部との協力によ
り，プログラム広報を
強化する。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ７ 教育研究等環境

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）教育研究等環境の整備に関する方針を明確に定めているか

a ●学生の学修，教員の教育研究の環境整備
に関わる方針を，当該大学の理念，目的を
踏まえて，定めているか。

　国際連携機構では，全学のグローバル化を推進する「スーパーグ
ローバル大学創成支援」事業における構想の柱の一つである，学生
の主体的な学びを育む「グローバル・キャンパス」化の実現に向
け，①海外拠点の機能強化，②混住型学生宿舎の整備，及び③国内
での国際体験空間の形成に取り組んでいる。
①海外拠点の機能強化については，特にタイ・バンコクに設置して
いるアセアンセンターの人員強化を図り，平成２４年度に文部科学
省補助事業に採択されて以来急激に実績を伸ばしている東南アジア
地域，特にタイとの学生交流プログラムの実施に際し，ソフト・
ハード両面で本学学生及びタイから本学への留学生を支援してい
る。
②混住型学生宿舎の整備について，累次の検討・協議を踏まえ，
2019年３月からの運用開始に向け詳細を詰めるとともに諸手続を進
めている。
③国内での国際体験空間の形成については，各キャンパスに設けて
いる国際交流ラウンジの規模の拡大や交流イベントの拡充により，
本学学生が国内にいながらにして異文化体験ができる環境を提供し
ている。

（２）十分な校地・校舎および施設・設備を整備しているか

a ●方針に沿って，施設・設備，機器・備品
を整備し，管理体制や衛生・安全を確保す
る体制を備えているか。

　和泉インターナショ
ナルハウス，狛江イン
ターナショナルハウス
及び借り上げ宿舎の利
用により，交換留学生
及び研究者用への宿舎
提供について一定の成
果が上がっている。４
キャンパスの国際交流
ラウンジは，各学部独
自の国際交流活動の利
用にも供しており，大
学全体の国際交流活性
化に寄与できている。

　既設の者に加え，
2019年3月より，累次
の検討・協議を重ねて
いる混住型学生宿舎の
運用が開始される予定
であり，これに伴い本
学の外国人留学生への
宿舎提供状況が改善さ
れる見込みである。
　既存宿舎については
交換留学生の受入状況
を踏まえ，契約及び利
用条件の見直しを行
い，宿舎提供の効率化
を図る。

　多様な地域・国から数多くの留学生の受入を進めていく上で，教
育的効果をも考慮し，日本人学生との交流や活動が活発に行えるよ
う工夫しており，留学生ラウンジ等施設の充実を図ることは勿論の
こと，案内表示の英語表記化等，一般的な施設利便性も考慮しなが
ら対応している。
　学生の利便性を高めるための直接的な取組として，和泉キャンパ
スを中心に交流ラウンジを拡充整備し，留学生支援，留学生と日本
人学生との交流の場として開放するとともに，学生からの留学に関
する相談に対応する体制も整えている（「海外留学相談窓口」の設
置）。
　私費留学生の住居については，日本学生支援機構等の諸団体が提
供する留学生寮や，私費留学生用契約企業社員寮などを斡旋，専門
業者による協定寮の提供を行うと同時に，留学生が住居の賃貸契約
を締結する際の機関補償を実施している。
　協定校からの交換留学生用宿舎として，本学和泉インターナショ
ナル・ハウスを整備している他，民間アパート等を借上げ，増加の
一途を辿っている交換留学生の受入に対応している。また，狛江イ
ンターナショナルハウスにおいては，コミュニティ・コーディネー
ターを配置し留学生の入寮時のサポート、日常生活のサポートを
行っている。
　これら和泉インターナショナルハウス，狛江インターナショナル
ハウス及び借り上げ宿舎の利用により，交換留学生及び研究者用へ
の宿舎提供について一定の成果が上がっている。４キャンパスの国
際交流ラウンジは，各学部独自の国際交流活動の利用にも供してお
り，大学全体の国際交流活性化に寄与できている。
　タイ・バンコクに設置している本学アセアンセンターでは，増加
するＡＳＥＡＮ地域の大学との交流プログラム実施に関し，本学学
生・留学生に対して生活アドバイスや日本語教育等のサポートを実
施している他，単位付与を伴う双方向の遠隔授業の現地側会場にも
なっている。さらに，当該地域へ留学した本学学生に対する危機管
理の最前線としても機能している。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ７ 教育研究等環境

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）図書館，学術情報サービスは十分に機能しているか

a ①図書，学術情報サービスに関する方針の
明確化
②図書，学術雑誌，電子情報等の整備状況
とその適切性
③図書館の規模，司書等の資格を有する職
員配置，開館時間・閲覧室・情報検索設備
などの利用環境
④国内外の教育研究機関との学術情報相互
提供システムの整備
⑤ラーニングコモン機能を発揮する学習支
援機能の充実　（※明大オリジナル項目）

「留学生共通日本語」の初級及び中級用科目では６レベル８クラス
でチームティーチングにより実施しており，１日につき8名の教員が
授業の進捗状況等に関する情報交換・協議ならびに教材開発を行っ
ているが，そのために必要な場所・機材・資料等が十分に用意され
ていない。

　授業教材の開発等，
兼任も含めた日本語担
当教員が協議をしなが
ら作成し，これまでに
２冊の教科書を出版し
ており，今後も教材開
発を継続的に行ってい
くが，授業改善や充実
を図るため集中して協
議を行う場がない。

　授業の改善及び充実
を図るための教材開発
室もしくは共同研究室
の設置の検討を進め
る。

　教材開発室もしくは
共同研究室の設置に向
けて，関係各所と調整
を図る。

（４）教育研究等を支援する環境や条件は適切に整備されているか

a ●学生の学修，教員の教育研究の環境整備
に関わる方針に沿って，施設・設備，機
器・備品を整備し，管理体制を備えている
か。
●教育研究等環境の適切性を検証するにあ
たり，責任主体，組織，権限，手続きを明
確にし，その検証プロセスを適切に機能さ
せ，改善につなげているか。

　国際教育センターのＴＡは留学生の日本語学習支援をその主な業
務としているが，留学生の相談内容は，多岐にわたるため，ＴＡは
国際教育センター教員と連携をとりながら相談業務にあたってい
る。2016年度は４名のＴＡが約300件の相談を受け付けた。
　ガバナンス研究科の「国際交流ラウンジ」については，留学生支
援に優れた能力を有する特別嘱託職員を配置している。その他の学
部・研究科でも留学生数が増大しており，その教育研究等を支援す
るための仕組みについては，留学生数の多いところを中心に改善が
求められる。

　国際交流ラウンジと
いう留学生と日本人学
生の交流の場で日本語
学習支援や生活支援サ
ポートが利用できると
いう制度は留学生には
安心できるサービスと
なっている。また，日
本人学生には留学先言
語の習得や文化社会な
どを学ぶ場として機能
しており，相互支援学
習の場となっている。

　留学生のニーズが高
いと思われるサービス
であるが，周知不足も
あり，十分に利用され
ているとは言い難い。
　利用の拡大や専門性
を求められる相談に対
応する人材の配置が図
られていない。

　留学生のニーズとと
もに日本人学生のニー
ズにもに配慮しつつ，
現行の体制の維持と提
供するサービスの充実
を図っていく。

　質問及び相談事項の
多様化に伴い，国際連
携機構教員，国際教育
事務室そしてＴＡ学生
の３者によるより緊密
な連携が必要である。
各キャンパスにおける
現場の諸問題を共有
し，その改善策を協議
する機会を設ける。さ
らにその協議した改善
策を実行するための関
連部局間の協力体制を
構築する。学生のニー
ズにあった活動やイベ
ントを開催するために
は定期的に利用する学
生からの意見を聴取す
る。
　また，国際交流ラウ
ンジにおけるサービス
の周知にも力を入れて
いく。

　留学生の学修や生活
の諸側面における支援
により深く関与しても
らうためにも，ＴＡは
日本語学修支援やよろ
ず相談の対応のみなら
ず，国際ラウンジを活
用した留学生と日本人
学生の交流行事の開催
を支援するなど，キャ
ンパス内の多文化コ
ミュニティづくりに積
極的に参画してもらう
ようにする。また，留
学生のニーズは学生で
あるＴＡが対応可能な
範囲を超えるケースも
想定されるため，留学
生の学修環境を整える
ための支援のあり方や
今後の体制について検
討を行なう。

（５）研究倫理を遵守するために必要な措置をとっているか

a ①研究倫理に関する学内規程の整備状況
②研究倫理に関する学内審査機関の設置・
運営の適切性

国際連携機構に所属する教員は，その職位を問わず，研究を行う際
には全学で定める関連諸規定に則っている。



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 ８ 社会連携・社会貢献

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）社会との連携・協力に関する方針を定めているか

a ●社会連携・社会貢献に関する方針を定め
ているか。
●教職員・学生が方針を共有しているか。

本学は，グローバル化がもたらす多様な価値の世界で、自ら考え、
自ら意思決定し、自ら新しい価値を創造する「未来開拓力に優れた
人材」を育成するための様々な取組を行っているが，国際連携機構
は特に国際的な教育交流および学術・研究交流を推進し、教育・研
究分野の高度化を図ることで，このような人材の育成に寄与してい
る。

（２）教育研究の成果を適切に社会に還元しているか
国際交流・地域交流事業への積極的参加

a ○海外拠点の整備，海外機関の本学内での
開設

海外拠点として，2011年４月の「北京サテライトオフィス」（北京
事務所）の設置に加え，2013年５月，タイ・バンコクの本学協定校
シーナカリンウィロート大学内にＡＳＥＡＮ諸国との連携の拠点と
なる「明治大学アセアンセンター」を開設している。
北京事務所については，中国における日本留学希望者の動向に関す
る情報を定期的に収集している。
アセアンセンターにおいては，国際連携機構及び各部局がタイの協
定校との交換留学や短期プログラムにおいて実施支援，連絡調整や
学生サポート等で一定の成果を上げている。また，有事の際の安否
情報確認等，危機管理についての役割も担っているほか，2014年度
からは，センターと本学を遠隔講義システムでつなぎ，単位付与を
伴う双方向の講義提供を実施している（「東南アジア理解講座（タ
イの言語と文化）」「Japan Today」）。
加えて，本学学生の海外留学を促進するベースとなる英語能力向上
に大きな役割を果たすことが期待される「明治大学・マニラ英語ト
レーニングセンター（仮称）」の設置に向けた検討を進めている。

　アセアンセンターに
ついては，国際連携機
構及び各部局がタイの
協定校との交換留学や
短期プログラムにおい
て，実施支援，学生サ
ポート等で一定の成果
を上げている。また，
有事の際の安否情報確
認等，危機管理につい
ての役割も担ってい
る。
　本学学生の海外留学
を促進するベースとな
る英語能力向上に大き
な役割を果たすことが
期待される「明治大
学・マニラ英語トレー
ニングセンター（仮
称）」の設置に向けた
検討を進めている。

　すでに部局間では多
くの提携校が存在し共
同研究にまで進んでい
る。本機構ではこうし
た部局間の連携を基礎
に，アセアンセンター
を活用しながらアセア
ントップスクールとの
さらなる連携，実質的
交流を図る。
　2018年度に「明治大
学・マニラ英語トレー
ニングセンター（仮
称）」を設置し，本学
学生の実践的英語力強
化に資するプログラム
を展開する。

b （検証システムと改善実績）
●社会連携・社会貢献の適切性を検証する
にあたり，責任主体・組織，権限，手続を
明確にしているか。
●その検証プロセスを適切に機能させ，改
善につながっているか。

毎年実施する自己点検・評価において，国際連携機構が実施する諸
取組の実績を振り返る際，所管する北京サテライト・オフィス，ア
セアンセンターの運用実績も確認している。かかる振り返りによっ
て得た課題，更には他部局からのニーズ，費用対効果の視点，及び
本学の国際化戦略といった要素も踏まえ，次年度の運用計画及び予
算を策定している。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 10 内部質保証

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い，結果を公表することで社会に対する説明責任を果しているか

a ◎自己点検・評価を定期的に実施し，公表
していること
【約４００字】

　国際連携機構は，本学の国際化を更に推進することで高度化を図
り，教育研究を通じ広く国際貢献を果たすことを目的としている。
この目的の達成のために展開している諸事業について，年１度自己
点検・評価を実施し，その結果を大学ホームページにて公開してい
る。

（２）内部質保証に関するシステムを整備しているか

a ●内部質保証の方針と手続を明確にしてい
ること。
●内部質保証をつかさどる諸組織（評価結
果を改善）を整備していること
●自己点検・評価の結果が改革・改善につ
ながっていること
●学外者の意見を取り入れていること
●　文部科学省や認証評価機関からの指摘
事項に対応していること
【８００字～１０００字程度】

　国際連携機構が所管する諸事業については，企画立案を担う国際
連携本部と，執行機関である国際教育センターと日本語教育セン
ターとの緊密な連絡調整のもとで運営されている。これに加え，特
に教務部及び各学部・研究科との連携を重視し，教授会等の推薦を
得た委員によって構成される国際連携運営会議，更には国際連携機
構長（学長）及び関係する理事や部局の長の出席のもと開催される
国際連携機構会議において事業成果を検証することで，内部質保証
の制度としている。特に，各学部・大学院の代表者が参集し審議を
行う国際連携運営会議の設置により，学部等間の連携・調整が図ら
れ，有機的かつ実効性のある取組が実現している。
　学外者の意見という観点については，国際化に関する諸取組につ
いて外部の視点から検証するために，2013年度末に国際大学協会
（ＩＡＵ）が提供する「International Strategies Advisory
Services（ＩＳＡＳ）」を利用している。
　現在，本機構における諸取組は，文部科学省に採択された各種国
際化関連補助事業に基づいたものが主であるが，各事業では年度毎
に同省に事業実績を報告する義務があり，また，２～３年毎の外部
評価，中間評価及び事後評価等の過程で各事業の実績及び課題につ
いて検証を行っている。そして，それらの指摘を踏まえ，翌年度以
降の計画に反映している。

各学部・大学院の代表
者が参集し審議を行う
国際連携運営会議の設
置により，学部等間の
連携・調整が図られ，
有機的かつ実効性のあ
る取組が実現してい
る。
ＩＳＡＳアドバイス結
果を事業運営の参考に
するとともに，補助事
業実績の検証で得られ
た課題を，年度計画作
成及び事業運営の際の
参考としている。

国際連携会議を通じ各
学部等との結びつきを
一層強固にするととも
に，研究・知財戦略機
構との連携による研究
者交流促進や，教務部
と連携したプログラム
科目の体系化等，学内
諸機関との連携を一層
推進する。
ＩＳＡＳアドバイス結
果等を参考に策定した
計画に基づき施策を遂
行する。また，補助事
業実績の検証における
指摘事項等を時期評価
受審時までに対応す
る。

「改善を要する点」に対する発展計画

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。

 ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目



 2016年度 国際連携機構 自己点検・評価報告書

基準 10 内部質保証

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

「改善を要する点」に対する発展計画

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。

 ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・理由
Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

（３）内部質保証システムを適切に機能させているか

a ●ＰＤＣＡサイクルを回すための，Ｃｈｅ
ｃｋ（点検・評価）およびＡｃｔｉｏｎ
（改善）の具体的内容・工夫

＜参考：以下の事項に関して，関連するも
のについて記述する＞
①組織・個人レベルでの自己点検・評価活
動の充実
②教育研究活動のデータベース化の推進
③学外者の意見の反映　など

① 組織レベル・個人レベルでの自己点検・評価活動の充実
事務組織レベルでは，個々人の業務サイクルにおいて各々が点検・
評価を行い，成果及び課題について上長と共有している。
② 教育研究活動のデータ・ベース化の推進
本学に入学する留学生の情報，協定校に関する情報，国際連携機構
が所管するプログラム（大学間協定に基づく交換留学制度や短期プ
ログラム）に参加する学生の情報，国際交流基金事業・スタッフセ
ミナーの実施成果，各種補助金事業の実施成果といった情報につい
て，データベース化するとともに，一部は本学ホームページを通じ
て開示することで，ニーズに応じた学内外への広報・報告ができて
いる。
③ 学外者の意見の反映
国際化に関する諸取組について外部の視点から検証するため，2013
年度末に国際大学協会（ＩＡＵ）が提供する，「International
Strategies Advisory Services（ＩＳＡＳ）」を利用することで得
たアドバイス，文部科学省補助事業に関連するものについては，事
業実施報告書の提出に対するフィードバックを，年度計画検討の際
の参考としている。
　現在，本機構における諸取組は。文部科学省に採択された各種国
際化関連補助事業に基づいたものが主であるが，各事業では年度毎
に同省に事業実績を報告する義務があり，また，２～３年毎の外部
評価，中間評価及び事後評価等の過程で各事業の実績及び課題につ
いて検証を行っている。そして，それらの指摘を踏まえ，翌年度以
降の計画に反映している。

教育研究活動のデータ
ベース化により，ニー
ズに応じた学内外への
広報・報告ができてい
る。



表4(2)-1

課程 学部・研究科（コース名） 開設年度 入学状況（留学生）

2011年度13名入学

2012年度13名入学

2013年度17名入学

2014年度15名入学

2015年度14名入学

2016年度25名入学

2011年度16名入学

2012年度22名入学

2013年度21名入学

2014年度21名入学

2015年度23名入学

2016年度23名入学

2011年度３名入学

2012年度３名入学

2013年度５名入学

2014年度６名入学

2015年度７名入学

2016年度11名入学

2013年度３名入学

2014年度１名入学

2015年度３名入学

2016年度４名入学

2013年度２名入学

2014年度３名入学

2015年度８名入学

2016年度５名入学

2011年度４名入学

2012年度２名入学

2013年度１名入学

2014年度１名入学

2015年度３名入学

2016年度０名入学

2014年度２名入学

2015年度４名入学

2016年度１名入学

学士課程 国際日本学部国際日本学科（イングリッシュ・トラック） 2011年度

専門職学位課程 ガバナンス研究科ガバナンス専攻公共政策プログラム（英語コース） 2006年度

博士前期課程

経営学研究科経営学専攻ダブルディグリープログラム（マレーシア工科大学） 2010年度

経営学研究科経営学専攻ダブルディグリープログラム（韓国ウソン大学） 2013年度

理工学研究科建築学専攻国際プロフェッショナルコース 2013年度

博士後期課程

先端数理科学研究科現象数理学専攻 2009年度

グローバル・ガバナンス研究科グローバル・ガバナンス専攻 2014年度


